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内容梗概

本論文は筆者らが大阪大学大学院工学研究科電気電子情報工学専攻在学中に行つ

た、LF帯広帯域干渉計の開発と雷放電観測に関する研究の成果をまとめたものであ
る。

近年、情報化社会の発展に伴い、雷放電によって生じる電子機器の損傷や誤動作の

被害件数が急増しており、雷放電測定を用いた対策が望まれている。電磁波を用いた

雷放電観測装置は、主に ELF帯からUHF帯まで存在している。このうち ELF/VLF
帯では数千キロメー トルの広範囲の観測が可能であるが、雲内放電の観測が不可能で

ある。VHF/UHF帯では雷放電進展過程を詳細に可視化可能であるが、50km程度の
範囲に限られる。一方、LF帯では帰還雷撃等、大電流に伴 う電磁波の観測範囲は
200km程度であり、広域の雷放電観測が可能である。また、対地放電、雲内放電を
問わず雷放電進展過程に伴 う電磁波も観測可能である。特に雲内放電は雷放電の 9割

を占め、対地放電の前に先行することから、雲内放電の観測は重要である。そこで、

我々は広範囲かつ雷放電進展過程の観測が可能である LF帯に着日した LF帯広帯域
干渉計を開発 しその観測を随時行つている。LF帯を用いた他の観測システムは、
100km程度のネットワークで観測を行つているため、雷放電進展過程に伴 う電磁波
が受信されにくく、1フラッシュ中 10点程度の標定結果となっている。一方、我々

は 50km程度のネットワークで観測を行なうことにより 1フ ラッシュ中 50～ 100点

程度の標定結果となり、詳細な雷放電進展過程の観測が可能となつている。

本論文は全 4章より構成される。

第 1章は本論文の導入であり、雷放電と積乱雲の発達過程、基本的な雷放電諸過程

とその特性、雷放電観測システム、および研究の目的について述べる。他の雷放電位

置標定システムと比較することにより、我々が提案した LF帯広帯域干渉計の目的お
よび意義を明確にする。

第 2章では、開発した LF帯広帯域干渉計について、その構成、LF帯電磁波源の
標定手法について詳細に示す。また、LF帯広帯域干渉計を観測ごとに改良した点に
ついて述べる。

第 3章では、LF帯広帯域干渉計を用いた野外観測について述べる。3.2節では電
波環境の良いオース トラリア・ダーウィンにおける雷放電初期観測結果について述ベ

る。開発した LF帯広帯域干渉計による標定結果と、これまで我々が開発 してきた
VHF帯広帯域干渉計による標定結果を比較することで、対地放電および雲内放電の
二次元位置標定が可能であることを実証する。対地放電の事例では LF帯で強く放射



される帰還雷撃、K‐ event、 Compact lntracloud Dischargeに ついて、雲内放電の事

例では K―eventの位置標定結果について述べる。3.3節では、北陸地方における冬季

特有の雷放電現象を対象とした観測結果について述べる。冬季雷における、上向き放

電で開始する雷放電の割合は、夏季に比べて非常に多い。また、上向き放電で開始す

る雷放電は比較的低い構造物からも発生し、夏季に比べて非常に大電流であるため構

造物に重大な被害をもたらす。さらに、上向き放電で開始する雷放電は帰還雷撃を含

まない場合もあるため、雷放電位置標定が困難であり、上向き放電で開始する雷放電

を標定することが重要となつている。上向き放電で開始する雷放電は、極性によつて

上向き負極性雷と上向き正極性雷が存在する。帰還雷撃を含まない上向き放電で開始

する雷放電の事例について、VHF帯広帯域干渉計、LF帯広帯域干渉計を避雷鉄塔の
周囲に設置し、避雷鉄塔の脚部に設置されたロゴスキーコイルによる電流観測と同期

観測を行つた結果について述べる。3.4節では、電波環境の悪い関西地方における雷

放電観測結果について述べる。都市部においても、人的被害や機械的損傷に対する防

災の面から雷放電監視が重要となっている。一般的に都市部では様々なノイズが混在

しており、電波環境が悪い。関西地方における観測では電波環境を改善するために、

設置環境の向上や観測サイ トの冗長化を図り、雷放電進展過程に伴 う微弱な電磁波が

受信可能となった。関西地方で発生した対地放電および雲内放電の事例について LF
帯広帯域干渉計を用いた雷放電進展過程の標定を行い、同期観測された VHF帯広帯
域干渉計による雷放電進展過程の標定結果との比較と検討を行 う。3.5節では、現在

稼働中である LF帯広帯域干渉計によるリアルタイムモニタリングシステムの構築に
ついて述べる。各サイ トの観測装置によるデータの記録からwebページに表示される

までの処理過程について説明する。また、リアルタイムモニタリングの結果を示し、

システムの有用性を述べる。

第 4章では、本論文で得られた成果を総括する。
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払柵序二早第

1.1雷放電と積乱雲の発達過程
近年 日本では、気象レーダによる観測が困難な突発的、局所的に発達する積乱雲が

問題になっている。こういつた積乱雲は発生から成熟に至るまでが 20分以内、水平
スケールが数キロから数十キロメー トル程度と報告されており(Chish01m ct al.,1972;

Orlanski et al.,1975)、 急激な豪雨をもたらしその被害は大きい。降雨の開始が急であ

ることや、短時間に多量の降雨を伴 うためその被害が大きくなりやすい。多くの気象

レーダは空間分解能 500m程度、時間分解能 5-10分程度であるため、このような積乱

雲を観測することは困難である。

突発的、局所的に発達する積乱雲は激しい雷活動を伴 うことが多いため、雷放電モ

ニタリングによる集中豪雨、竜巻などの気象災害予測の可能性が示唆されてお り

(Williams et al.,1999)、 雷放電を伴 う積乱雲の監視が可能であると考えられる。道本は

夏季に雷放電数と波長 5.7 cmの レーダによる降雨強度の時間変化を比較し、20-30

dBZのエコー高度が急激に上昇する 5-10分後、および 45dBZが -20℃高度に達した 5

分後に雷活動のピークが発生していることを報告している(MichimOtO,1991)。 また米

国フロリダでの観測により豪雨や突風の 10数分前に雷放電数が急激に増加す
る"lightningjump"も 観測されている(Williams et al.,1999)。 よつて、雷放電監視は単に

積乱雲の位置を推定するだけではなく、積乱雲内の電気的活動度をモニタリングする

ことによる雷放電を伴った急発達する積乱雲の成熟度も推定可能である。

1.2雷放電諸過程とその特性
本節では一般的な雷放電諸過程とその特性について述べる。雷雲は通常、発達・成

熟・衰弱という3つのステージを経る。図 1.1に単一セルにおける雷雲のステージを

示す(Rogcrs and Yau,1988)。 3つのステージの持続時間はそれぞれ 15分程度であり、

約 1時間以内でセルのライフサイクルが完結する。実際には衰弱期のセルに隣接して

新しいセルが発達してサイクルが繰 り返されることが多い。雷雲の発達に伴って、一

般的な雷雲内では上部に正電荷、下部に負電荷が分布し、下層の強い降水域に対応し

て局所的な正電荷が分布する。雷雲の電荷生成は雲内のあられや氷晶等の衝突による

電荷分離によつて発生するものと考えられている(Takahashi,1978;Williams,198乳

Saunders and Peck,1998)。 電荷生成が進むと雷雲内の電界が強くなり雷放電が開始す

る(Kescmit 1960)。 雷放電は放電路が地上に達する場合と達しない場合があり、前者
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図 1.3:下向き負極性落雷の放電進展過程(Uman,2001)

を落雷もしくは対地放電と呼び、後者を雲内放電と呼ぶ。一般的に発達期には雲内放

電のみが発生し、成熟期、衰弱期には雲内放電および対地放電が発生する。

図 1.2に示すように対地放電は以下に示す 4種類の落雷に分類される。対地放電の

際に中和される雷雲内の電荷の極性には負と正があり、それぞれ負極性落雷、正極性

落雷と呼ばれる。雷雲内から地上に向かつて雷放電が進展する場合と地上から雷雲内

に向かって雷放電が進展する場合があり、それぞれ下向き落雷と上向き落雷と呼ぶ。

下向き落雷、上向き落雷それぞれに負極性落雷と正極性落雷があり、落雷の種類は下

向き負極性落雷、下向き正極性落雷、上向き負極性落雷、上向き正極性落雷の 4種類
になる。

対地放電の中で最も発生頻度の高い下向き負極性落雷の放電進展過程について説

明する(図 1.3)(Uman,2001)。 (a)雷雲内に電荷が蓄積されるとその周辺で電界強度が高

●  ・ 1
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くなる。電界強度が絶縁破壊臨界値を超えると部分的に空気の絶縁破壊が起こる。こ

のような(b)初期放電(preliminary breakdown(BroOk,1992))が 数 ms～数十 ms継続すると、

(C)ス テツプ トリーダと呼ばれる導電性の高い負電荷を帯びたプラズマチャネルが電

荷領域から大地に向かつて進展を開始する。ステップ トリーダは進展と休止を繰 り返

しながら平均速度 105耐sのオーダで進展し、約 20msで大地近傍に達する。通常ステ

ップ トリーダは大地付近で枝分かれが多くなることが知られている(Yoshida et d.,

2012)。 ステップ トリーダが大地に接近すると、ステップ トリーダ内の負電荷により

木の先端やビルの避雷針等の電界が上昇し、その値がある閾値に達すると正に帯電し

た結合リーダが突起物先端から進展を開始する。(Dこれら二つのリーダが結合すると、

雷雲内の電荷領域と地上とが電気的に結ばれる。

二つのリーダが結合されると、その結合点より(g)帰還雷撃が雷雲内に向かつて進展

を開始する。帰還雷撃は負に帯電したステップ トリーダを下から順次中和していく。

それに伴い大電流が流れ、激しい閃光が生じる。帰還雷撃は地上近傍で 2x108ゴsの

速度で進み(Schonland,1956)、 その速度は高度とともに減少する。最初の帰還雷撃を

第一雷撃と呼ぶ。通常、一つの対地放電で複数の帰還雷撃が発生する。

第一雷撃から数十 ms経過するとoダー トリーダによって再び負電荷が大地に引き
降ろされる。ダー トリーダは通常第一雷撃と同じ放電路を進展し大地に至る。この放

電路は直前の帰還雷撃によリー度プラズマ状態になつているため、周囲の空気よりは

るかに高い導電率を保持する。このためダー トリーダは枝分れが少なく、またステッ

プ トリーダのように休止することなく、ステップリーダよりも一桁以上大きい平均速

度 107ゴsを有する。ダー トリーダが地上に接続すると、(1)第一雷撃と同様に帰還雷撃

へと至る。2番 目以降の帰還雷撃は後続雷撃と呼ばれる。一つの帰還雷撃で対地放電
が完了する場合を単一落雷、複数の帰還雷撃が含まれる場合を多重雷と呼ぶ。帰還雷

撃終了から引き続き数百 A程度の電流が 20msか ら100msの間流れ続ける場合があり、
これを連続電流と呼ぶ。この間放電路は連続的に発光を続けているが、lms程度発光

強度が強まる場合があり、この変化を M―コンポーネント(Mdan and schonland,1947;

Tho■appillil et al.,1995)と 呼ぶ。また、連続電流が流れていない対地放電中あるいは雲

内放電中に雲内で lms程度微弱な発光が 10ms程度の間隔で見られ、これは(i)K変化

(Kitagawa ct al.,1962)と 呼ばれる。

1.3雷放電観測システム

1.3.1雷放電観測手法

1.2節で述べたように、雷放電は非常に複雑な過程を有している。雷放電諸過程は

大量の電荷の移動を伴っているため、様々なELF帯 (Rodger et al.,2006)か ら光波(Wang
et d.,1999)、 放射線(Yoshida et al.,2009;Torii et al.,2011)に至るまでの様々な電磁放射
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を伴 うことが知られている。電磁波(ELF帯～UHF帯 )は光波や放射線と比較して降水
粒子による減衰はなく、比較的遠くまで伝播するために、雷放電に伴 う電磁波を観測

しその位置を標定する手段として古くから技術開発が行われてきた。雷放電発生位置

を標定する手法は到達時間差法(Lewis et al.,1960)と 干渉法(Rhodcs et al.,1994)に大別

され、これらの技術は、これまで雷放電物理の解明に貢献し、また雷雲のモニタリン

グに用いられてきた。到達時間差法は各センサヘ到達するパルスの時間差を求める手

法であり、干渉法は着目する周波数におけるセンサ間の位相差を求める手法である。

干渉法は、位相を求める際に着目する周波数における到来波同士の干渉を計測するた

め干渉法と呼ばれる。本節では雷放電の電磁波観測の現状を紹介する。

1.3.2電磁界観測システム

ELF/VLF帯、LF/MF帯、および VHF/UHF帯など幅広い周波数帯において雷放電の

電磁波観測が実施 されている。雷放電に伴 う VLF帯電磁波の特徴は、観測範囲が数
千キロと非常に広範囲であることがあげられる。帰還雷撃に伴 う放射電力の強度は

VLF帯で最も強く、電離層 と大地間で反射を繰 り返 して伝搬するため、非常に広範囲
な観測が可能である。しかし、VLF帯では雷撃による電磁波は強いが、雲内放電や雷

放電進展過程に伴 う電磁波が弱いため、夏季雷放電の 9割に相当する雲内放電の標定

は困難である。雲内放電は、対地放電の前に先行すること(Williams,1989)を考慮する

と、雷放電を伴った急発達する積乱雲を早期に監視する上で、特に雲内放電の監視は

不可欠である。WWLLN(World Wide Lightning Location Nettork)では、全世界に現在

40箇所のセンサを配置 したネ ットワークで VLF帯を用いた全球的な雷放電観測を行
なっている。雷放電位置標定方法は群遅延を考慮 した到達時間差法であり、標定には

最低 5つのセンサが必要である。到達時間差法とは 4つ以上の受信機で電磁波を受信

し、それぞれの受信機へ到達 したパルスの時間差を用いて、電磁波源を標定する手法

である。WWLLNに おいて、帰還雷撃電流が 30kAの検出効率は 30%であり、標定精
度は平均 10b以内である6odger et al.,2009)。
一方、雷放電に伴 うVHF/UHF帯電磁波の特徴は、雷放電進展の際に電磁波パルス

が放射 されるため、1フ ラッシュ中に数千もの電磁波パルスが受信可能であり、それ

ぞれの電磁波パルスの標定を行 うことで、対地放電だけでなく雲内放電の雷放電路を

詳細に可視化することが可能である。我々は VHF帯広帯域干渉計を開発 してきてお
り、雷放電路を可視化することで様々な成果を上げている(Sumida ct al.,2011;Akita et

al.,2011;Yoshida ct.al.,2012)。 しかし、VHF帯広帯域干渉計は観測範囲が 50b程度
に限られているため、雷雲の発達から衰弱に至るまでを全体的に観測することが困難

である。

この VLF帯とVHF/UHF帯の中間に位置する、雷放電に伴 うLF/MF帯電磁波の特
徴は、帰還雷撃や雲内放電の際に発生する K―cvent(Kitagawa et al.,1962)等 に伴 う電磁

波も受信可能であり、LF/MF帯 におけるそれらの放電過程の観測範囲が 200km程度
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もしくはそれ以上であることが知 られているため、雷雲の発達から衰弱に至るまでを

観測することが可能である。また、LF/MF帯では雲内放電に伴 う比較的放射電力の弱
い電磁波パルスや、雷放電進展に伴 う微弱な電磁波パルスが受信可能であるため、対

地放電だけでなく雲内放電の雷放電進展過程が観測可能である。したがつて、広範囲

な対地放電および雲内放電の二次元発生位置が観測可能な LF/MF帯は、突発的、局

所的に発達 した雷放電を伴 う積乱雲のモニタリングに最適である。

LF帯を用いた観測ネットワークは、国内ではフランクリンジャパンが展開してい
るJapan Lightning Detection Nemork(JLDN)で 用いられている。JLDNは全国規模の雷
観測ネットワークであり、2012年の時点で全国 30箇所にセンサを設置している。雷

放電位置標定手法は到達時間差法である。検出効率は 90%以上、標定精度は平均 500m

以下となっており、雷放電位置標定とともに電流値の推定を行 う。ただし、JLDNは

観測対象を対地放電としているため、雷放電を伴った急発達する雷雲を監視するのに

は不十分である。

雷放電進展過程を含む雷放電を観測対象としている観測ネットワークは、アメリカ

の Earth Nettvorks Total Lightning Network(ENTLN)(Heckman et al。 ,2011)や ドイツの

Lightning Location Nettork(LINET)(BctZ et alっ 2010)が挙げられる。これらのシステムは

広範囲な雷放電観測を目的としているため、100b～200bの広範囲にセンサを配置
するネットワークとなつている。そのため、一部の信号強度が強い雷放電進展過程に

伴 う電磁波パルスが受信可能なものの、多くの信号強度が弱い雷放電進展過程に伴 う

電磁波パルスの標定が困難であるため、1フ ラッシュあたりの標定数が 10点程度とな

り詳細な雷放電の像をえることは難しい(StOIZenburg et al.,2012)。 これらのシステムは

到達時間差法を用いて雷放電位置標定を行っている。

雷放電に伴 う電磁波のうち LF帯では、信号強度の強い帰還雷撃や雲内放電の際に

発生する K―event(Kitagawa et al.,1962)も 位置標定が可能であるため、広範囲な落雷地

点および雲内放電の二次元位置標定も観測可能であり、突発的、局所的に発達し雷放

電を伴 う積乱雲のモニタリングに最適である。また、LF帯では観測装置から数十キ
ロ以内で発生した雷放電進展過程に伴 う電磁放射も受信可能である。雷放電進展過程

の標定は LINET(VLF/LF Lightning NETworkyに よつても報告されており(StolZenburg

et al.,2012)、 LF帯の受信装置により標定可能である。

我々大阪大学の研究グループでは、積乱雲を詳細に監視するために LF帯広帯域千

渉計を開発している。LF帯広帯域干渉計は 4つ以上の観測サイ トに設置した LF帯

受信機より構成される。今回我々が開発した LF帯広帯域干渉計は、詳細な放電路を

可視化することを目的としているため 50km程度のネットワークとしている。LF帯を

用いた従来システムより狭い範囲で観測することにより、1フ ラッシュあたり数十～

研４
イ
ロ
‥ 究 目
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百点程度の標定数が期待される。また、従来システムが到達時間差法を用いて雷放電

位置標定を行っているのに対して、LF帯広帯域干渉計は広帯域ディジタル干渉法
(MorimOtO et al.,2004)を 用いて雷放電位置標定を行 う。到達時間差法は孤立したパ

ルスに対して有効である一方、regular pulse bllrst(Rakov et al.,1996)に代表されるバー

ス ト状の信号波形に対してパルスの同定が困難であるため(ProctOL 1981)電磁波源位

置標定が一般には不適当とされる。一方、広帯域ディジタル干渉法は波形の位相情報

のみを用いるため、パルスを同定する必要がなく、K―eventの ようなバース ト状の波

形に対しても位置標定可能である(Hayenga,1984)。 また、パルスの振幅ではなく位相

情報を用いた標定手法であるため、狭帯域のノイズに隠れている波形に対しても位置

標定可能である。以上で述べた理由によりLF帯広帯域干渉計を開発した。
LF帯広帯域干渉計では広範囲な雷放電観沢Jが可能であり、突発的、局所的に発達
し雷放電を伴 う積乱雲のモニタリングに適している。また、対地放電および雲内放電

における雷放電進展過程に伴 う電磁波を多数標定することが期待される。そこで本研

究では LF帯広帯域干渉計の開発及びその有効性の実証を行った。





第 2章 LF帯広帯域干渉計の開発

2.1緒言

我々の研究グループでは雷放電路可視化装置である VHF帯広帯域干渉計を開発し
てきた。VHF帯広帯域干渉計はⅥ∬ 帯電磁波に広帯域干渉法を適用した装置であり、
詳細な雷放電路の可視化が可能という特性を活かした様々な成果を上げている。ただ

し、落雷地点が判別できず、観測範囲が 50m程度という欠点がある。そのため、雷
雲の発達から衰弱に至るまでの積乱雲の盛衰全体を観測することが困難である。これ

に対し、雷放電に伴 うLF帯電磁波は 200km程度伝搬するため、広範囲な観測が可能

である。また、雷放電進展に伴 う電磁波も受信可能なため、雷放電路の可視化が期待

される。本論文では、広域かつ詳細な雷放電観測を行 うために、広帯域干渉法を LF

帯に適用した LF帯広帯域干渉計を開発し、その有効性を検証する。

本章では、論文の基本装置である LF帯広帯域干渉計の開発および雷放電位置標定

手法について説明する。また、本研究で LF帯広帯域干渉計による標定結果の比較・

検討に用いた VHF帯広帯域干渉計の構成を説明する。

2.2 LF帯広帯域干渉計の開発

2.2.l LF帯広帯域 干渉計の構成

LF帯広帯域干渉計は、数キロから数十キロメー トル離れた 4つ以上の観測サイ ト

に設置した LF帯受信機より構成され、各受信機によつて記録された受信波形から、3
つ以上の独立した LF帯受信機対で位相差を求め、LF帯電磁波源を三次元で標定する

装置である。

LF帯受信機は、容量性円形平板アンテナ、A/D変換ボー ド、GPS(g10bal positioning

system)、 パーソナルコンピュータ、で構成される(図 2.1参照)。 受信電圧波形はロー

パスフィルタを通過後、A/D変換されパーソナルコンピュータに記録される。A/D変

換ボー ドにはアンテナによる受信信号とGPSか ら正秒毎に発せられる精度 50nsの矩

形波信号(lPPSOulse per second)信号)が入力される。lPPS信号の立ち上がり部分が正

秒に対応する。各 LF帯受信機は lPPS信号により lμs以内の精度で装置間の時刻同期

を実現している。LF帯受信機の諸元を表 2.1に示す。2009年 H月 ～12月 に実施し
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表:2.l LF帯受信機の諸元

Observation oeriod Nov. -Dec. 2009 Nov 2010～ 」an 2011 Apr～ Oct 2012  0ct 2012～

Site

Antenna

Frequerrcy band

Tlme constant

Samplirg tequency
Recording lime
Resolution

Sitel,Site2,Site3

F!at p:ate antenna

400Hz～500kHz

200μ s

lMHz
125s
12bit

Site4 Sitel,Site3,Site4,Site5

Flat plate antenna

800Hz～lMHz

200μ s

4MHz
ls   l ls
10bit 12bit

Site2 A‖ Site A‖ Site

Flat plate attbnna  Flat plate antenna

800Hz-500kHz  800Hz-500kHz

200μ s

4MHz

lS I尤
t

呻
雌一〇Ｏｍｓ一４ｂｉｔ

２

　

４

２

・
１

Flat plate antenna

LPF

図:2.1]『 帯受信機の構成図。

た初期観測で用いた A/D変換ボー ドのサンプ リングレー トは lMHz、 分解能は 12bit、

帯域は 400Hz～500kHz、 記録時間は 1.25sであつた。これに対 し、2010年 H月 ～20H

年 1月 の観測ではサンプリングレー トを 4MHz、 帯域を 800Hz～ lMHz、 記録時間を 1.ls

に変更 した。サンプ リングレー トを lMHzか ら4MHzに変更することで、時亥J精度を
向上させ受信電圧波形を詳細に記録することができる。 lMHzサンプリングで 1ポイ
ン トのずれは経路差 300mのずれに対応するため、標定誤差に大きく影響をおよばす

ためサンプ リングレー トを向上させることが望ましい。2012年 4月 からは AM波 の
信号を遮断するため、A/D変換ボー ドの入力部に 500田zの ローパスフィルタ(LPF)
を装荷し、2012年 10月 から現在までは分解能を 14bit、 記録時間を200msに変更した。

また、細かい点では、アースの改善や、電源から混入するノイズを低減させるため

に ACラ インフィルタの採用等を行なっている。LPFの装荷、アースの改善、および
ACラ インフィルタの採用によって、電波環境の悪い都市部において、SN比が改善し

雷放電進展過程に伴 う微小な電磁波パルスが受信可能となった。

さらに、現在 LF帯受信機を多地点に配置しており、標定に対して冗長性をもたせ

NO converter
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(b)ア ンテナ筐体内部

(C)フ アース トアンテナ回路図

図:2.2容量性円形平板アンテナと内部回路図。

ている。そ うすることで、観測範囲が広が り、かつ標定精度が向上することが期待 さ

れる。一般的に、雷放電進展過程に伴 う電磁波パルスは信号強度が弱いため、す
べて

の LF帯受信機で受信 される確率が低い。したがつて、LF帯受信機を多地点に配置す

ることで、標定可能な電磁波パルス数を向上させることが可能 となる。

2012年以前の A/D変換ボー ドは波形の記録終了から次の波形の記録開始までの時

間であるデ ッドダイムが 100ms程度であったが、現在使用 している A/D変換ボー ド

はデ ッドタイムが無く、波形を記録する時間のずれによつて標定不可能 となる雷放電

過程が無くなるため、雷放電観測に非常に有効である。4MHzサ ンプ リング以上にサ

ンプ リングレー トを向上させると、データ量が大きくなリリアルタイム性に問題が生

じるため、現状は 4MHzサ ンプリングでデータを記録 している。

本研究では、雷放電に伴 う電界変化を観沢1するために直径 30cmの容量性円形平板

アンテナを大地と水平に設置 し、さらにコンデンサ Cを接続 し、コンデンサ両端の電

圧 /を記録する。コンデンサ容量Cを変えることで受信感度を調節することができる。

容量性円形平板アンテナと内部回路を図 2.2に示す。容量性円形平板アンテナは、モ

ノポールアンテナのように突端がないため局所的に電界が増大 しない、そのため雷雲

が接近 した際にアンテナ先端でコロナ放電が発生せず、雷雲観測に適 している。その

(a)容量性円形平板アンテナ
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ため、我々は容量性円形平板アンテナを採用 している。容量性アンテナの外部電界は

J=C7/(ε O■)よ り求まる。/は金属平板の面積、助は真空の誘電率である。また、コ

ンデンサに抵抗 Rを挿入 し、回路の周波数帯域の下限ノ =1/(2πRε)を決定する。こ

こで、RCは時定数 と呼ばれ、/にステップ電圧が加わったとき 1/cに減少するまでの

時間である。スローアンテナの時定数は数秒程度であり、ファース トアンテナの時定

数は lms程度である。本論文では LF帯電磁波形(電界変化波形)を容量性円形平板ア
ンテナで受信 し、時定数 200μsのファース トアンテナ回路を通過後の電圧波形を記録

する。なお、本研究では、上空の負電荷の消滅に伴 う地上での電界変化を正 とする大

気電気学の慣習に従 う。

2.2.2 LF帯電磁波源の標定手法

LF帯広帯域干渉法では、まず 2サイ トのアンテナで受信された LF帯電磁波形の位
相差を求める。次に、着目する周波数における位相差から、電磁波放射源から各アン

テナヘの経路差を求める。最後に、未知の変数である電磁波放射源位置を二次元で求

める。このためには、少なくとも 3つの連立方程式が必要である。これは、電磁波放

射源から各アンテナヘの経路差を 3つ以上の独立したアンテナ対(4つ以上のアンテ
ナ)か ら求めることにより、3つ以上の連立式が立てられ、電磁波放射源を求めること

ができる。

観測された一つの波形を例に、広帯域干渉法によって経路差を求める計算過程を図

2.3を用いて説明する。2つのサイ トα′た,1≦ :′た≦Ns,:≠ た)(NS:サイ ト数)で同時亥1

に記録された約 lsの LF帯電磁波形に対してパルス部分を抜き出す。基準とするサイ

トの波形に電圧の閾値を設定し、閾値以上の波形をパルスのピーク時刻を中心とした

Ⅳ ポイン トの信号島[η],義 [η](■ は整数 (0≦ η≦Ⅳ-1))に各々分割す る。信号

島[η],Sた [η]の各添字は各サイ トに対応している。

初期観測の解析では 4サイ トで lMHzサンプリング、Ⅳ=2048ポイント(1023ps)の 時

間窓を用い、初期観測以降は 5～8サイ トで 4MHzサンプリング、Ⅳつ048ポイント

(512μs)の時間窓を用いる。ここで、Ⅳの値は以下に示す点を考慮して決定している。

初期観測では振幅の大きい孤立した波形の帰還雷撃等が観測対象であつたため時間

窓を大きめに設定した。また、初期観測以降では観測サイ ト間の最大距離に応 じて時

間窓を設定した。例えば最大距離が 30bである場合、到達時間差が最大 100μs程度
であるため 256μs程度の時間窓で十分である。時間窓が小さいほど、複数の雷放電過

程による波形が時間窓内に入る可能性が少なくなる。

サイ ト1～4で実際に取得された雷放電に伴うlMHzサンプリングによるLF帯電磁

波形島[η ]′乳 [η]のパルス部分を図 2.3oに示す。図 2.3(a)ではサイ ト1のパルスピーク

を中心とした時間窓を採用している。LF帯電磁波形SE[η]′ Sた [η]に対してハニング窓を

かけ FFT(Fast Fourier Transform)を行い(式 (2.1)、 (2.2))、 周波数ごとにフーリエ成分

St[m]′ξた[m]を求める。
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ξi[m]=Σ S,レ]exp(型平里)(0・5-0.5cos2π件)
η=0

N-1

Sk[rn]==】
EiSた

[れ]exp(~~12π
πη
)(0・
5-0.5cos27E件

)
η=0

悧 =柵

(2.1)

(2.2)

フーリエ成分ξι[π ]′ξた[π](‐は整数(0≦ m≦ N-1)か らサイ トι′た間で受信された
LF帯電磁波形の各周波数成分における信号間の位相差θた,[π ]を求める (式 (2.3))。

嘲珂莉nl(器鰐)― tan_l(需鰐)………………の
1024ポイントFFTを行った場合、513個の位相差が求まる。図 2.3oで示した

「

帯

電磁波形から求めた周波数と位相差の関係を図 2.3(b)に示す。図 2.3o)に は 0～250kHz

の周波数成分における位相差θ2,1[π ]、 θ3,1レ]ヽ およびθ4,1[m]が示されている。サイ ト

2-1間ではサイ ト2にパルスが到達した後サイ ト1にパルスが到達するため、θ2,■ [m]の

傾きが正になつている。一方、サイ ト4-1間ではサイ ト1にパルスが到達した後サイ

ト1にパルスが到達するため、θ4,■レ ]の傾きが負になっている。サイ ト3-1間では他

のサイ ト間に比べて時間差が短いため、θ3,■ [π]は緩やかな負の傾きとなつている。な

お、LF帯電磁波形において 300Ⅲz以上のパワースペク トルでは環境雑音に対する
SN比が低いため、それらの成分は計算に用いていない。これらの位相差θ2,■ [m]、
θ
3,■ [m]、 および免,11m]は一π～πの範囲に制限されてお り、位相の回り込みが考慮され

ていない。位相の回りこみを考慮して、周波数に対して位相差が連続的に並ぶように

補正する操作をフリンジ不確定性除去(MorimOtO et al.,2004)と 呼んでいる。

アンテナで受信された信号間の位相差θた,[m]か らフリンジ不確定性除去した位相

差θた,[m]を求める。フリンジ不確定性除去後の位相差θ2,1[π ]、 θ3,1[m]、 およびθ4,1[π ]

と周波数の関係を図 2.3(c)に 示す。図 2.3(c)では図2.3o)で見られる位相の折り返しが

無くなりかつ周波数に対して線形に並んでいることがわかる。

その後、式(2.4)を用いてθた,[m]から経路差αリレ]を求める。

ここで、電磁波放射源から観測サイトjへの経路長をd二 [m]、 観測サイトたの位置への

経路長をdた [π]と すると経路差dた,[m]=dた [m]― di[m]で表される。経路差d2,■ [m]、
d3,■ [π ]、 およびd4,1[m]と周波数の関係を図 2.3(d)に示す。周波数ノ[m]はサンプリング

周波数兵 を用いて、f[m]=π鬼/Ⅳと表される。cは光速である。

各周波数に対してそれぞれの経路差dリレ]を求め、この算術平均値αた,ごを電磁波放
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射源から各観測サイ トι,たまでの経路差として採用する。図 2.3(d)で見られるように、

50圧[z以下の低周波成分は誤差を多く含むため、αた,の計算に用いていない。経路差

dぁたおよび LF帯電磁波放射源標定点(χ′y′ Z)、 観測サイトJG′ y二′ろ)、 観測サイト
た(χb yた′Zた )は次式(2.5)を満たす。

dた,I=イ (χ一χた)2+(ッ _yた)2+(Z― ろD2

-イ (χ―χ二)2+(y― yj)2+(Z― Zご )2.……………………………………………。(2.5)
最後に経路差dた,か ら式(2.6)に示す評価関数を用いて LF帯電磁波放射源標定点を
導出する。サイ トJを基準とした各観測サイ トに対する式(2.5)の二乗値を式(2.6)の よ

うに表 し、評価関数χ
2値を最小にするようなχ′y′ zを LF帯電磁波放射源標定′点とする。

ヽ

ｌ

ｔ

ｒ

ｌ

ノ

晰
ノ

ノ
。̈(2.6)

ここで、式(2.6)で はサイ トJを基準とした式を用いて LF帯電磁波放射源標定点を

導出しており、晰 jは式(2.4)の経路差αり[m]の分散である。

今節ではサイ ト1を基準とした計算方法を説明したが、実際標定する際の計算には

すべてのサイ トを基準とした位相差、経路差を導出しており、それらによる経路差(式

(2.5))の二乗値が式(2.6)の評価関数χ
2に
含まれる。

2.3 VHF帯広帯域干渉計の構成

本論文では

「

帯広帯域干渉計による標定結果をVHF帯広帯域干渉計の標定結果と
比較・検討を行なつている。VHF帯広帯域干渉計は 1つの観測サイ トに設置された 3

機の VHF帯受信機から構成され、記録された波形を元に各 VHF帯受信機間の位相を
求め、観測サイ トを基準とした VHF帯電磁波の到来方向を仰角、方位角で推定する
装置である(MorimOtO et al.,2004)。 VHF帯広帯域干渉計は、円形平板アンテナ、A/D

変換ボー ド、GPS、 パーソナルコンピュータで構成される。A/D変換ボー ドのサンプ

リングレー トは200MHz、 分解能は 10bitで ある。3機のアンテナで受信された電圧波

形は、通過帯域 20～80MHzのバンドパスフィルタを通過後、A/D変換しパーソナルコ

ンピュータに記録される。VHF帯広帯域干渉計は雷放電の進展に伴い放射されるVHF

帯電磁波を標定することで、詳細な雷放電路の可視化を実現している(Akita et al.,

2011;Sumida ct al.,2011;Yoshida ct al.,2012b)。 VHF帯広帯域干渉計は開発当初に既存
の VHF帯狭帯域干渉計との比較による精度検証が行われており、それら干渉計によ
る標定結果の差は方位角で平均 0.46°、標準偏差 4.5°、仰角で平均…1.35°、標準偏差 5.0°

であつた(Mllrakami et al.,1999)。 VHF帯狭帯域干渉計は中心周波数 327MHzに対して



2.4.結言

350田zの帯域幅をもつており、広帯域干渉計よりも広範囲な観測が可能となつてい

る。広帯域干渉計は広帯域な周波数を用いるため、冗長性があり標定精度が高い。

2.4結言

本章では、LF帯広帯域干渉計の構成を示 した。また、LF帯に広帯域干渉法を用い

た雷放電位置標定手法について、実際に取得された雷放電に伴 うLF帯電磁波形を用
いて説明を行つた。 さらに、本論文で LF帯広帯域干渉計による結果 との比較に用い

る VHF帯広帯域干渉計の構成について述べた。               
′
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LF帯広帯域干渉計を用いた野外

3.1緒言

本章では我々が開発した LF帯広帯域干渉計を用いて雷放電観測を実施 し、得られ
た結果について述べる。まず、2009年 に実施したオース トラリア・ダーウィンでの初

期観測結果から LF帯電磁波が強く放射される雷放電過程である帰還雷撃、K¨event、
Compact iniaclooud discharge(CD)等 が標定可能であることを示す。CIDと は通常の雲

内放電よりも高高度で発生する放電であり、放射電力が強く、LF帯では 50μs以下の

非常にパルス幅の狭い両極性パルスである。次に、2010-20H年 に実施した北陸での

冬季雷観測について、冬季に頻発し被害が大きいとされる上向き放電で開始する雷放

電の観沢1結果について述べる。さらに、20H年から関西地方で実施している LF帯広

帯域干渉計および VHF帯広帯域干渉計による雷放電観測について述べる。観測毎に
得られた知見に基づいて LF帯広帯域干渉計の改良を行 うことで、雷放電進展に伴 う

細かい電磁波パルスが標定可能であることを雲内放電および負極性対地放電の事例

を用いて検証する。最後に、LF帯広帯域干渉計によるリアルタイムモニタリングシ
ステムの構築について述べる。また、構築したリアルタイムモニタリングシステムに

よる観測結果を述べる。

3.2 LF帯広帯域干渉計を用いた初期観測結果

3.2.1観測概要

本節で述べる初期観測では、4機のLF帯受信機で構成されたLF帯広帯域干渉計を

用いた。初期観測では3サイト(サイト1,2,3)と サイト4では異なるA/D変換ボー

ドを使用しており、それぞれ垂直分解能は12bit(± 5V)、 10bit(± lV)、記録時間は 1.25s、

ls、 サンプリングレートはともに lMHzである。

筆者らは2009年 H月 20日 から2009年 12月 12日 の期間にオーストラリア・ダー

ウィン地域において、LF帯広帯域干渉計およびVHF帯広帯域干渉計を用いて雷観測
を行つた。図 3.1に VHF帯広帯域干渉計の設置写真、図 3.2に LF帯受信機の設置写

19
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図 3.1:VHF帯広帯域干渉計の設置写真。

図 3.2:LF帯受信機の設置写真。
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○:Site location of LF receivet ×:Site location of VHF DITF

図 3.3:2009年に実施 した初期観測サイ トマップ。(引 用 :Google ca■ h)

真を示す。また、図 3.3にサイ トマップを示す。同図に示す通 り、LF帯広帯域干渉計

は 20～30kmの間隔で設置 した LF帯受信機で構成する。また、サイ ト 1、 サイ ト5に

は VHF帯広帯域干渉計を設置 した。

3.2.2初期観 測結 果 と考 察

図 3.4に、2009年 12月 8日 07:32:45(GMT)に 発生 した雷放電に伴 う600ms間の電

界変化波形を示す。図 3.4か ら 600msの 間に振幅の大きいパルスがサイ ト 1～4で少

なくとも 9個記録 されていることがわかる。図 3.4(b)お よび(C)か ら、304msにおいて

サイ ト2お よびサイ ト3の波形が飽和 していることがわかる。また、サイ ト1および

サイ ト2では全体的に振幅が大きく、サイ ト3およびサイ ト4ではサイ ト1およびサ

イ ト2よ りも振幅が小さいことがわかる。サイ ト2の振幅が他のサイ トに比べて最も

大きいことから、雷放電発生地点から最も近い観測サイ トはサイ ト2であることが予

想される。図 3.4で示す各観測サイ トで受信 された約 ls間の波形から
パルス部分を約

lms抜き出し、第 2章で述べた手法を用いて、LF帯電磁波放射源の位置標定を行っ

た。図 3.5に図 3.4の 波形をもとに求めた LF帯広帯域干渉計による LF帯電磁波放射

源位置標定結果および VHF帯広帯域干渉計によるVHF帯電磁波放射源二次元標定結

果を時系列で示す。図 3.5(a)― (C)に LF帯広帯域干渉計のサイ ト 1を原点とした LF帯
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07:3245(GMT)に発生 した雷放電に伴 う電界変化波形。

電磁波放射源の東西方向、南北方向、および高度の各位置を示す (赤色三角印)。 図

3.5(d)、 (C)にサイ ト1の VHF帯広帯域干渉計によつて得られた二次元標定結果 (黒色
四角印)、 LF帯広帯域干渉計で得られた二次元標定結果から変換したサイ ト1基準の

二次元標定結果 (赤色三角印)を示す。図 3.5(うにサイ ト 1で取得された電界変化波

形を示す。図 3.5(a)、 (b)はそれぞれ東方向、北方向を正としている。図 3.5(c)の 方位

角は反時計回りを正とし、北方向を 0° としている。

本事例で帰還雷撃が発生した時刻はそれぞれ、304、 393、 409、 449、 488、 558、 610、

および 738msであり(図 3.5参照)、 8回の帰還雷撃を伴 う負極性落雷である。帰還雷

撃であるかどうかは、サイ ト1の電界変化波形および VHF帯広帯域干渉計の標定結
果から判断している。また、対地放電の極性は電界変化波形の正負により判断してお

り、パルスの変化が正の場合、負極性雷である(Krider et al.,1977)。 なお、304msに発

生した第一雷撃は 4サイ トの LF帯受信機のうち、サイ ト2およびサイ ト3で波形が

飽和していたため、LF帯電磁波放射源の導出は不可能であつた。帰還雷撃と判断し
た例として、図 3.5に見られる738msに発生した第八雷撃を中心とした拡大図を図 3.6

に示す。図 3.6では、図 3.6(ので示す VHF帯広帯域干渉計で標定されている大地に向
かうリーダ (ス テップ トリーダ)力 地`面に到達後に、図 3.6(oで示す電界変化波形の

パルスが受信されており、このパルスの立ち上がり時間とパルス幅が一般的な帰還雷

撃に相当する。我々は、VHF帯広帯域干渉計による仰角の変化と電界変化波形のパル
ス立ち上がり時間とパルス幅により帰還雷撃の当否を判断している。図 3.6か ら、帰

還雷撃そのものは VHF帯広帯域干渉計によって標定されておらず、LF帯広帯域干渉
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図 3.5:2009年 12月 8日 07:3245(GMT)に発生 した負極性多重雷の LF帯および

VHF帯電磁波放射源、電界変化波形の時系列変化。サイ ト1を原点とした LF帯

電磁波放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度、サイ ト1を基準とした VHF

帯電磁波放射源および LF帯放射源の(d)仰角、(e)方位角、(oサイ ト1の LF帯受

信機で得 られた電界変化波形
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波放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度、サイ ト1を基準とした VIIF帯電
磁波放射源および

「

帯電磁波放射源の(d)仰角、(e)方位角、(oサイ ト1の LF帯
受信機で得られた電界変化波形
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計のみによつて標定されていることがわかる。

図 3.5の 1フ ラッシュ全体を VHF帯広帯域干渉計によつて三次元標定 した結果お

よび LF帯広帯域干渉計によつて二次元標定した結果を図 3.7に示す。図 3.7は二次元

標定結果を水平平面および垂直平面に投影 した図である。 ここで、VHF帯 広帯域干

渉計による三次元標定結果はサイ ト1と サイ ト5の二次元標定結果である方位角を用

いて水平位置に ノを確定した後、それぞれのサイ トで得られる仰角を用いて高度 ム

ノを求め、zと ノの差が 2.5km以内の場合これらの平均値を標定点として算出してい

る。図 3.5(a)― (C)お よび図 3.7に示すように、帰還雷撃は LF帯広帯域干渉計によつて

ほぼ同じ位置((x,"Z)=(-8.5,-5.5,0))に 標定されていることがわかる。これは、一般的

な多重雷の帰還雷撃が同じ位置から発生する事実と一致している。また、図 3.5(c)よ

り帰還雷撃に伴い放射されるLF帯電磁波放射源が高度 lkm以下の地表面付近に標定

されていることが確認できる。さらに、図 3.5(c)の 方位角からVHF帯広帯域干渉計で

目
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図 3.7:2009年 12月 8日 07:32:45(GMT)に 発生した負極性多重雷の LF帯および

VHF帯電磁波放射源の二次元標定結果の展開図。VHF帯広帯域干渉計による標

定結果は四角のカラーで示し、LF帯広帯域干渉計による標定結果は三角の黒色で

示す。図 3.5の LF帯および VHF帯広帯域干渉計による三次元標定結果を水平平

面および垂直平面に投影した図。
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標定されたステップ トリーダの到来方向と LF帯広帯域干渉計で標定された帰還雷撃

の到来方向が一致 していることがわかる。帰還雷撃そのものは VHF帯広帯域干渉計

によつて標定されていない。

異なる時刻に発生 した多重雷の標定結果を時系列で図 3.8に示す。図 3.5と 同様に

図 3.8(a)― (C)は LF帯広帯域干渉計のサイ ト1を原点とした LF帯電磁波放射源の東西、

南北、高度、図 3.8(d)、 (C)にサイ ト1の VHF帯広帯域干渉計によつて得 られた二次元

標定結果 (黒色四角印)、 LF帯広帯域干渉計で得 られた二次元標定結果から変換 した

サイ ト1基準の二次元標定結果 (赤色三角印)、 および図 3.8(oに サイ ト1で取得 され

た電界変化波形をそれぞれ時系列で示す。サイ ト1の電界変化波形および VHF帯広

帯域干渉計の標定結果から、これ らの LF帯電磁波はすべて帰還雷撃から放射 された

ものであることを確認 している。
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図 3.9:2009年 12月 8日 07:35:17(GMT)に 発生した負極性多重雷の LF帯および

VHF帯電磁波放射源の二次元標定結果の展開図。VHF帯広帯域干渉計による標
定結果は四角のカラーで示し、LF帯広帯域干渉計による標定結果は三角の黒色で

示す。図 3.8の LF帯および VHF帯広帯域干渉計による三次元標定結果を水平平

面および垂直平面に投影した図。
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また、図 3.8の二次元展開図を図 3.7と 同様の形式で図 3.9に示す。図 3.8お よび図

3.9の結果からも同様に帰還雷撃に伴い発生する LF帯電磁波放射源が地表付近に標
定され、それぞれが三次元でほぼ同じ位置に標定されていることが確認される。また、

図 3.8(c)の方位角からVHF帯広帯域干渉計で標定されたステップ トリーダの到来方向
と LF帯広帯域干渉計で標定された帰還雷撃の到来方向が一致 していることもわかる。

帰還雷撃そのものは VHF帯広帯域干渉計によつて標定されていない。
帰還雷撃に伴 うLF帯電磁波が地表付近で最も強く放射 されるとい う結果は、これ

までの光学観沢J等の研究(Betz et」 .,2004;Lu et al.,2009)と 一致 し、LF帯広帯域干渉計
の標定結果が妥当であることが言える。これまで対地放電 と雲内放電の判別は電界変

化波形のパルス幅によつてのみ行われているが(WatSOn et al.,1995)、 LF帯広帯域干渉

計を用いることで LF帯電磁波放射源高度をパラメータとして導入することにより対

地放電か雲内放電かどうかの判別に応用できると考えられる。

帰還雷撃以外にも、K―event(Kitagawa ct al.,1962;Thottappillil et al.,1990)と CID(Smith

et al.,1998;Nag et al.,201Q Wu etal.,2012)の LF帯電磁波放射源位置標定に成功 した。

図 3.5(oに示す、363、 489、 678msに発生 した電界変化波形のパルス幅は順に 0.3、 0.1、

0.5msで あり、電界変化波形の振幅は本事例におけるすべての帰還雷撃に伴 う電界変

化波形より狭かった。K―eventに 伴 う電界変化波形は帰還雷撃に比べて振幅が数分の 1

程度 と小さく、持続時間が数百マイクロ秒～数 ミリ秒であり波形が複雑であると報告

されている(Rakov et al.,1992)。 よつて、これ らの電界変化波形は K―eventに 伴 う

K¨changeで あると考えられる。 363、 489、 678msに発生 した K―eventに伴 うLF帯電

磁波の放射源高度はそれぞれ 5.5、 5.8、 4.5blに標定された。これ らの一例 として、

363msに発生 した K¨eventの拡大図を図 3.10に示す。図 3.10(oで示す K―cventに伴 う

電界変化波形は複雑であり、到達時間差法による位置標定は困難である。図 3.10(d),(C)

からVHF帯広帯域干渉計で推定された到来方向とLF帯広帯域干渉計で推定された到

来方向が一致 していることがわかる。

また、図 3.5の 405msに はパルス幅 15μsの両極性パルスが記録されていた。両極

性パルス部分の拡大図を図 3.Hに示す。CIDに伴 う電界変化波形は、パルス前後に電

界変化が発生 しない、および 50μs以下の非常にパルス幅の狭い両極性パルスとなる、

とい う特徴を持つと言われている。図 3.H(oに 示す 405msに発生 したパルスはこれら

の条件を満たしてお り、CIDに伴 うパルス波形が記録 されていると判断した。405ms

に発生した CIDに伴 うLF帯電磁波の放射源高度は 14.3kmであった。先行研究にお

けるCIDの標定高度は 7～2蝕mに分布 してお り(Nag et al.,2010;Smith et al.,2004;Wu et
al.,2012)、 本事例 と一致 していた。また、図 3.H(d),(C)からVHF帯広帯域干渉計で標
定された到来方向と LF帯広帯域干渉計で標定された到来方向が一致 していることが

わかる。

図 3.12に 2009年 12月 8日 07:26:21(GMT)に発生 した雲内放電の事例を示す。図

3.5と 同様にして図 3.12(a)¨(C)に LF帯広帯域干渉計で得 られたサイ ト1を原点とした
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図 3.10:図 3.5の K―event付近の拡大図(363ms)。 サイ ト1を原点とした LF帯電

磁波放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度、サイ ト1を基準とした VHF帯

電磁波放射源および LF帯電磁波放射源の(d)仰角、(e)方位角、(oサイ ト 1の LF

帯受信機で得られた電界変化波形。
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帯電磁波放射源、電界変化波形を時系列で示 した図。サイ ト1を原点とした LF

帯電磁波放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度、サイ ト1を基準とした VHF

帯電磁波放射源および LF帯電磁波放射源の(d)仰角、(e)方位角、(oサイ ト1の LF

帯受信機で得 られた電界変化波形。
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電磁波放射源の東西、南北、高度、図 3.12(d),(C)に サイ ト1の VHF帯広帯域干渉計に

よって得 られた二次元標定結果 (黒色の四角 )、 LF帯広帯域干渉計で得 られた二次元

標定結果から変換 したサイ ト1基準の二次元標定結果 (赤色の三角 )、 および図 3.12(o

にサイ ト 1で取得された電界変化波形をそれぞれ時系列で示す。LF帯広帯域干渉計

により標定された K―eventの 発生時亥Jは 778、 783、 795、 799msであり、LF帯電磁波

の放射源高度がそれぞれ 7.1、 6.4、 7.9、 5.4kmに標定された。サイ ト1の電界変化波

形および VHF帯広帯域干渉計の標定結果から、これ らの LF帯電磁波はすべて K―event

から放射されたものであることを確認 している。また、他の時刻に発生 した雷放電に

おける K―eventが標定された高度も本事例 と同様に 5～8kmに標定されていることを確

認 している。

一例 として、778msに発生 した雲内放電の K―eventの発生時刻周辺の拡大図を図 3.13
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図 3.14:2009年 12月 8日 07:26:21(GMT)に 発生した雲内放電の LF帯および VHF

帯電磁波放射源の二次元標定結果の展開図。VHF帯広帯域干渉計による標定結果

は四角のカラーで示し、LF帯広帯域干渉計による標定結果は三角の黒色で示す。

図 3.12の LF帯および VHF帯広帯域干渉計による三次元標定結果を水平平面およ

び垂直平面に投影した図。

広
句
で



34 第 3章 LF帯 広帯 jnt干渉計を用いた観濃|1結果

に示す。図 3.13(d),(C)か ら、VHF帯広帯域干渉計で標定された到来方向と LF帯広帯
域干渉計で標定された到来方向が一致 していることがわかる。従来の LF帯電磁波の

放射源位置標定システムでは到達時間差法を用いてお り波形のピーク時間に時間差

が左右されるため、図 3.13(oにみ られるようなバース ト状の電界変化波形に対 して標

定が困難である。これまでの VHF帯広帯域干渉計の結果(Akita et J.,2010a)に よると、
K―eventはおよそ 5～10kmに標定されていることから、今回の標定結果は十分妥当なも

のであると考えられる。

図 3.12の 二次元展開図を図 3.7と 同様の形式で図 3.14に示す。図 3.14は二次元標

定結果を水平平面および垂直平面に投影 した図である。両干渉計による標定点を二次

元で比較すると、北と南に一致 している点が二点見られる一方、その他の二点は一致

していない。これ らの点について、図 3.12の時系列変化を見てみると、800ms付近に

はリーダに伴 う多数の電磁波放射源が VHF帯広帯域干渉計によつて方位角 180°周辺
に標定されてお り、方位角 160°周辺には数点の電磁波放射源が標定されていること

がわかる。また、720ms付近には 160°周辺に VHF帯 広帯域干渉計によつて リーダ
が多数標定され、LF帯広帯域干渉計が電磁波放射源位置標定をしている 80ms程度
前にリーダ進展があつたことが確認 される。このことから、 160°周辺では 720msに

おけるリーダ進展が多数標定されているものの、800msに おけるリーダ進展は VHF
帯放射電力が弱いため標定数が少ないことが考えられる。また、サイ ト 5における
VHF帯広帯域干渉計による 720ms付近のリーダの標定数が少ないことを確認 してい
る。そのため、二次元位置標定が不可能であり、図 3.14の原点から2km西付近では
二次元標定されていない。一方、800ms付近の LF帯受信機による電界変化波形は比
較的大きいため標定可能であり、160°付近に LF帯電磁波放射源が標定されてお り、
これ らの点が図 3.14の原点から 2km西付近に標定されている。すなわち、図 3.14
では VHF帯 広帯域干渉計によつて二次元標定できない点を LF帯広帯域干渉計によ
って標定 している。このことは、両干渉計による相補的な観測の重要性を示唆 してい

る。

表 3.1に 、2009年 12月 8日 07:32:45(GMT)と 2009年 12月 8日 07:26:21(GMT)

の事例で同時に得 られた VHF帯電磁波放射源 と LF帯電磁波放射源の水平距離をま
とめる。ここでは 2ms以 内に両装置で標定された電磁波放射源のうち、両者の距離
が最も近い位置を水平距離の算出対象 としている。VHF帯 広帯域干渉計では帰還雷
撃そのものが標定されていないため、帰還雷撃直前のステップ トリーダの VHF帯電
磁波放射源 と帰還雷撃による電磁波放射源を比較 している。雲内放電の事例で、水平

距離が 2.Okmお よび 3.2kmと なったものは、別の放電路の位置に対して比較を行な

つているためである。同表から対地放電、雲内放電を問わず VHF帯電磁波放射源近
傍で LF帯電磁波放射源が標定されてお り、装置の妥当性が確認できる。なお、水平
距離の平均値は 1.lkmでありVHF帯広帯域干渉計の誤差範囲内である。水平距離の
平均値を算出する際に、別の放電路を標定 していると思われる雲内放電の 2例に関し



3.2.LF帯 広帯域干渉計を用いた初期観測結果                        35

ては、平均を求める際の計算に含んでいない。

VHF帯 広帯域干渉計で二次元標定するためには VHF帯 広帯域干渉計 2サイ ト同
時にデータが取得 されている必要がある。観測期間中に VHF帯広帯域干渉計で二次
元標定可能かつ、LF帯広帯域干渉計で二次元標定可能である時間帯は少なかつたた
め、比較対象を増やすために二次元標定結果で比較を行つた。VHF帯 広帯域干渉計
による二次元標定結果の方位角と、LF帯広帯域干渉計による三次元標定結果から変
換 したサイ ト1を基準とした二次元標定結果の方位角を比較 した。観測期間中には 8

フラッシュ 37事例が比較可能であった。37事例中 12事例が帰還雷撃、25事例がそ

の他の放電であり、それぞれの放電に対 して二次元標定結果の方位角を比較 した。帰

還雷撃の事例では平均 0.6°、標準偏差 2.4°、その他の放電では平均
‐
5.2°、標準偏差

8.7°であつた。VHF帯広帯域干渉計は VHF帯狭帯域干渉計との比較によつて精度が
方位角で平均 0.46°、標準偏差 4.5°、仰角で平均

‐1.35°標準偏差 5.0°であり(Murakami

et al.,1999)、 LF帯広帯域干渉計によつて雷放電諸過程が VHF帯広帯域干渉計の誤
差程度で標定可能であることを示 した。

表 3.1:LF帯および VHF帯電磁波放射源の水平距離の比較

Cloud to sround discharse lntracloud discharge

07:32:45 GNIIT 07:26:21 GMT

LF altitude

[km]

14.3C

Distance

tkml

N/A*

LF altitude

[km]

Distance

lkml

0.Ob

0.Ob

0.5

1.2

1.0

2.0

1.0

3.2

2.5

0.Ob

0.Ob

0.Ob

0.Ob

0.2b

4.5a N/A*

a:K―event

b:Returll strokc

c:CID
*:VHF pulses werc notrecorded.
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3.3 LF帯広帯域干渉計を用いた上向き放電で開始す

の観測

3.3.1冬季雷の性質と背景

日本海沿岸において冬季に発生する雷放電の性質は、夏季に発生する一般的な雷放

電の性質とは全く異なることで知られている(Takeuti Ct al.,1973)。 冬季雷の特徴のひ

とつは上向き放電で開始する雷放電が頻発することである(Suzuki,1992)。 上向き放電

で開始する負極性雷は大地の建造物等からupward positive leader(UPL)に よって放電

が開始し雷雲内の負電荷領域に向けて進展する雷放電である。上向き放電で開始する

正極性雷は大地の建造物等からupward negttive leader(lINL)に よつて放電が開始し雷

雲内の正電荷領域に向けて進展する雷放電である。正極性 リーダには、進展と停止を

繰 り返して放電が進展するものや、停止をせずに連続的に進展するものがある(Berger

et al.,1969)。 一方、すべての負極性 リーダは進展と停止を繰 り返して放電が進展する

性質をもつ(Berger et al.,1969)。

一般的な気象条件では上向き放電で開始する雷放電は雷雲と建造物の高度間距離

が短い場合に発生しやすいため、高構造物で発生頻度が高く比較的低い建造物では発

生頻度が低い(Eriksson,1978)。 ただし、日本の冬季雷では雷雲高度が低いため、上向

き放電で開始する雷放電の大多数は雷撃対象が標高の低い場所に設置された比較的

低い建造物の場合でも発生する(Miyake et al.,1990)。 冬季に発生する上向き放電で開

始する負極性雷は、しばしば非常に大きな電流を含むため、風車のような高建造物に

重大な被害をもたらす。また、上向き放電で開始する負極性雷は帰還雷撃を含まない

場合もあるため(Berger and Vogelsanger,1966)、 UPLを標定することは上向き放電で開

始する雷放電および防雷の研究を行 う上で非常に重要である。UPLに関する研究報告

としては、VHF帯広帯域干渉計を用いたものや(Yoshida et al.,2010)、 光学観測を用い

たものがある(Biagi et al.,2011)。

上向きリーダに伴 うLF帯電磁波形の多くは複雑であり、明確なピークを有してい

ない場合が多く、到達時間差法によって上向きリーダに伴 う電磁波放射源を標定する

ことは困難である。例えば、L〔PACTセンサーを用いた上向き放電で開始する負極性

雷の検出効率が 23%、 上向き放電で開始する正極性雷が 67%と報告されている(Honma,

2010)。 lMPACTと は直交したループアンテナによる到来方向推定および到達時間差法
の両標定手法を採用した装置であり、アメリカやカナダ、日本等で用いられている。

一方、干渉法(Rhodes et al.,1994)は パルスピークを検出する必要がないため、このよ

うな複雑な波形に適している。

雷放電発生地点近傍では、LF帯を用いた受信機で雷放電進展等に伴 う比較的放射
36
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電力の弱い電磁波を受信することが可能である。そのため、LF帯広帯域干渉計は大
電流に伴 う電磁波放射源だけでなく雷放電進展過程のような微小な電流に伴 う電磁

波放射源 も標定可能である。

3.3.2観測概要

本節では、石川県の内灘町にある高さ 105mの避雷鉄塔から発生した上向き放電で

開始する雷放電の観測結果を示す。本節で示す 2事例は LF帯広帯域干渉計、VHF帯
広帯域干渉計、ロゴスキーコイルによつて観測されたものである。観測期間中におけ

る LF帯受信機の設置写真を図 3.15に示す。LF帯広帯域干渉計のサンプリングレー

トは初期観測の lMHzか ら4MHzに変更している。また、観測サイ トの配置を図 3.16
に示す。 Sitel～ 5に LF帯広帯域干渉計、Site2に VHF帯広帯域干渉計を設置した。
ロゴスキーコイルではコイルの断面に磁束が貫くとコイル両端に電圧が誘起され、

この電圧を積分することで電流波形が得られる。雷放電に伴って避雷鉄塔に流れる電

流は、4つの塔脚にそれぞれ設置されたロゴスキーコイルで計測される。記録計では

トリガレベルが 600Aの アナログ トリガによつて記録が開始し、波形が A/D変換され

る。帯域は 500kHz以下であり、 トリガの前 8msか ら後 16msの間の波形が 4MHzサ
ンプリングで記録され、トリガの後 480msま でが 200kHzサンプリングで記録される。

本論文で示す電流波形は 4つの塔脚で計測された電流の足しあわせであり、-25.6kA

～25.6kAの 振幅を 200A間隔で離散化して記録している。

3.3.3上 向き放電で開始する落雷の観測結果

3.3.3.1両極性雷

図 3.17に、20H年 1月 15日 17:03:11(JST)に発生した UPL(upward pOSitive leadeつから

開始する両極性雷Narita et al.,1989;Yoshida et al.,2012b)の 標定結果を示す。図 3.17

o―(c)に LF帯広帯域干渉計で得られた電磁波放射源の(a)東西、(b)南北、(c)高度を示

す。図 3.17(c)に は高度に対応した大気の温度を示している。大気の温度は雷放電発生

時刻から最も近い 20H年 1月 15日 21:00(JST)に おけるラジオゾンデによる高層気象
観測結果(URL:http訪 /www.」 ma.gojpttma/)か ら得られた。高層気象観測の場所は避雷鉄

塔から85kln離れた輪島である。図 3.17(d)、 (e)にサイ ト 2の VHF帯広帯域干渉計で

得られた二次元標定結果とLF帯広帯域干渉計で得られた二次元標定結果から変換し

た二次元標定結果を(d)仰角、(c)方位角で示す。図 3.17(oに避雷鉄塔の塔脚に取り付け

られたロゴスキーコイルによつて測定された電流波形を示す。図 3.17(g)に はサイ ト 2

の LF帯受信機で受信された電界変化波形を示す。

図 3.17(a)―(C)の原点は避雷鉄塔の位置に対応する。図 3.17(c)において、-10℃高度

および-20℃高度は、-10℃、-20℃を挟む高度の観測値の気温減率を一定と仮定し

線形補間して求めた。高層気象観測の観測時刻は 9:00(JST)と 21:00(JST)であり、1日
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図 3.18:図 3.17の UPL開始付近の拡大図。避雷鉄塔を原点とした LF帯電磁波
放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度および避雷鉄塔から 85km離れた輪
島のラジオゾンデにより計測された 20H年 1月 15日 21:00(JST)に おける大気
温度、サイ ト2を基準とした VHF帯電磁波放射源および LF帯電磁波放射源の
(d)仰角、(e)方位角、(o避雷鉄塔の塔脚で記録された電流波形、(g)サイ ト 2の
LF帯受信機で得 られた電界変化波形。図 3.18(c)における破線は鉄塔方向を示 し
ている。

種

Ｉ

Ｉ

難

ｍ

還

“
ぉ
面
　

〓
雇

一ミ

　

〓

“置

８

雪

嘉

室

『
評

Ｅ

Tower
Direction

△



3.3 LF帯 広帯域干渉計を用いた上向き放電で開始する落雷の観測

あた り 2回の観測を行なっている。本事例が観測された日付の-10℃高度は 9:00、
21:00で それぞれ、 1700m、 1300mで あった。また、-20℃高度はそれぞれ 3100m、

2800mで あ り、 -10℃高度、 -20℃高度 ともに、ほとんど変化 していない。 さらに

9:00～21ЮOにおける、10分毎の地表温度は最低が…1.1℃ (20:50)、 最高が 1.5℃ (920)で
あり、ほとんど変化 していない。そのため雷放電発生時刻の温度と 21:00に おける温

度にそれほど差がないと考え、-10℃高度および -20℃高度をそれぞれ 1500m、 3000m

として使用 した。図 3.17(ё)において、方位角は北を原点として反時計回 りを正 として

お り、避雷鉄塔の位置は 20.4°に位置する。図 3.17(oにおいて、正の電流は避雷鉄塔

内を負電荷が上向きに進展する、もしくは正電荷が下向きに進展することに対応する。

図 3.17(つの電流波形に見られるように、本事例は負電荷が中和された後に、正電荷

が中和される両極性雷であった。643msに電流波形が負極性である UPLが開始 し、
正の電荷が大地から雷雲に向かつて流れ始めている。UPLの開始後、initial cOntinuous
current(ICC)が 流れ始め、図 3.17(oで は見ることが困難であるが 734msま で流れ続け

ている。ICCと は鉄塔等から開始する上向き放電の際に連続的に流れる電流のことで

ある。図 3.17(oにおいて、ICCに重畳された電流パルスが ICC pulscで ある(Fuchs et al.,
1998;Wang et al.,1999;Yoshida et al.,2012b)。 ICC pulseの 特性は、帰還雷撃後の連続電

流中に発生する M―コンポーネントに類似している(Thottappillll et al.,1995)。 図 3.17(つ

の電流波形では4つのICC pulseが記録されている(図 3.17(o中にICC pulse l～ 4と 示す)。

この雷放電は上向きリーダとICCの初期過程(Wang et al.,1999)のみであり、リーダ・

帰還雷撃過程を含んでいない。図 3.17に示す LF帯広帯域干渉計による標定結果から

ICC pulse 4で は LF帯電磁波放射源が多数標定されていることがわかる。また、図
3.17(c)か ら全ての LF帯電磁波放射源が 5km以下の低高度に標定されている。

図 3.17におけるUPLの開始付近である 640ms～ 660msを拡大して図 3.18に示す。図
3.18か ら、UPLの開始 450μs後に最初の LF帯電磁波放射源が標定されていることが

わかる。最初に標定された LF帯電磁波放射源の避雷鉄塔からの水平距離は 0.4km、

高度 1.lkmで あり、避雷鉄塔から近い位置に標定されていることから、LF帯広帯域

干渉計は UPLか ら放射された電磁波を標定したことを示している。LF帯広帯域干渉

計は ICC pulse l、 2に伴 うLF帯電磁波放射源をそれぞれ一つずつ標定している。こ

れら2つの LF帯電磁波放射源の鉄塔からの水平距離はそれぞれ 0.2kmお よび 0.7km

であった。ICC pulsc l付近には VHF帯広帯域干渉計による標定点が無くLF帯広帯域
干渉計による標定点のみであつた。ICC pulsc 2に伴って標定された LF帯電磁波放射

源発生時刻から最も近い VHF帯電磁波放射源は 5°以内であった。
図 3.17の ICC pulsc 3付近である 692ms～702msを拡大して図 3.19に示す。Mikiら

(2005)は福井県において雷観測を行い、煙突から上向き放電で開始する雷放電中にお

けるICC pulseの ピーク電流は、81A～22.9kAであり、それらの幾何平均は 781Aであ

ったと報告した。Yosidaら (2009)は鉄塔から上向き放電で開始する雷放電を観測し、6

つの ICC pulse中 2つの ICC pulscピ ークが 200Aを下回つたことを報告した。図 3.19(o
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図 3.19:図 3.17の ICC pulse 3付 近の拡大図。避雷鉄塔を原点とした LF帯電磁
波放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度および避雷鉄塔から 85km離れた
輪島のラジオゾンデにより計測された 20H年 1月 15日 21:00(JST)に おける大気
温度、サイ ト2を基準とした VHF帯電磁波放射源および LF帯電磁波放射源の
(d)仰角、(c)方位角、(o避雷鉄塔の塔脚で記録された電流波形、(g)サイ ト2の LF

帯受信機で得 られた電界変化波形。図 3.19(c)における破線は鉄塔方向を示 して

いる。
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中に ICC pulse 3と 示 した 700msに おけるわずかな電流のピークは ICC pulscに 類似 し

てお り、図 3.19(g)に緩やかな電界変化も含んでいる。そのため、700msに おける LF

帯電磁波放射源は ICC pulse 3に伴つて標定されたことが考えられる。図 3.19(d),(C)で

は VHF帯広帯域干渉計によるリーダ進展の標定後、ICC pulse 3に伴った LF帯電磁波
放射源が LF帯広帯域干渉計により 1つ標定されている。ICC pulse 3に 伴 うLF帯電

磁波放射源は高度 Okmであり避雷鉄塔からの水平距離は 1.5kmであつた。図 3.19(D

から、ICC pulsc 3の ピーク電流は-600Aで あつた。Rakovら (1995)は ICC pulseと 類似

した現象である M―コンポーネン トは入射波と反射波から構成 され、放電路中におい

て電流が最大値を持つ場所は大地であるとい うモデルを報告 している。LF帯広帯域
干渉計によって ICC pulseが 地表付近に標定されるとい う結果は、Rakovら のモデル

を支持するものである。

図 3.17の ICC pulse 4周辺である 721ms～ 730mを拡大 して図 3.20に示す。図 3.20(つ

の電流波形から LINLが観測されていることが確認できる。図 3.20(oで もわかるよう

に 722ms周辺で電流の増加が開始 している。電流の増加が開始する約 500 μs前にVHF
帯および LF帯電磁波が両干渉計により標定され始めている。この うち最初に標定さ

れた LF帯電磁波は避雷鉄塔のほぼ真上であった。LF帯電磁波は標定が開始 してから

2.8msの 間、高度 1.6b～ 4.6kmへ移動 し、水平距離 1.4km移動 してお り、二次元進展

速度の平均は 8.O x 105 m/Sで あつた。Bergerと Vogelsanger(1969)は Monte san Salvatore

において LINLの光学観測を行い、■INLの二次元進展速度は 8x104耐s～4.5x105 ws

であると報告 した。Kawasakiら (2002)は UHF帯干渉計を用いて、煙突から発生する
LINLの二次元観測を福井県にて実施 し、LINLの二次元進展速度は平均 1.2x106m/S

と報告 した。 したがって、本論文で推定された二次元進展速度の平均は LINLに対 し

て妥当であると考えられ、LF帯広帯域干渉計を用いてもリーダの進展速度が十分に
推定できることを示 している。ICC pulsc 4に 伴って発生 した LF帯電磁波放射源は高

度 1.6kmから進展を開始 したことや、両干渉計によつて標定された方位角が鉄塔方向

から 20°程度ずれていることを考慮すると、LINLは UPLに よつて形成された放電路
による枝分かれの一部から、新たに上空の正電荷領域に向かつて進展を開始 したこと

が考えられる。

図 3.21に両極性雷を LF帯広帯域干渉計によつて標定 した二次元展開図を示す。図

3.21は LF帯広帯域干渉計による二次元標定結果を水平平面および垂直平面に投影 し

た図である。図 3.18お よび図 3.19で示 した UPL、 ICC pulse l～3を丸印、図 3.20で示

した LINLの 722ms以前を三角印、722ms以降を罰印で示す。原点は避雷鉄塔の位置

に対応する。図 3.20か らUPLに よる多数の枝分かれが発生 し、その一部から新たに

LINLが発生 したものを標定していることが考えられる。722ms以前の研 Lヾは高度 2km

付近に水平距離が 0.5km以内の範囲にまとまつて標定されている。722ms以降の LINL

は高度 2kmよ り上空に標定されてお り、水平距離が 4km程度広がって標定されてい

る。UPLに よつて形成 された雷放電路は ICCが流れている間導電性を保ち、雷放電
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放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度および避雷鉄塔から 85km離れた輪
島のラジオゾンデにより計測された 20H年 1月 15日 21:00(JST)に おける大気温
度、サイ ト2を基準とした vHF帯電磁波放射源および LF帯電磁波放射源の(d)
仰角、(c)方位角、(o避雷鉄塔の塔脚で記録 された電流波形、(g)サイ ト 2の LF
帯受信機で得 られた電界変化波形。図 4.6(c)に おける破線は鉄塔方向を示 してい

る。
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の二次元標定結果を水平平面および垂直平面に投影 した図。原点は鉄塔ω の位置

を示す。

路の電位は大地の電位とほぼ等しいことが考えられる。そのため、雷放電路は鉄塔な

どの高構造物と同じ役割を果たし、雷放電路から新たな放電が開始しやすくなってい

る。

本事例において、LINLに伴 うLF帯電磁波放射源高度は UPLに伴 う高度より高く

標定されており、雷雲中部の負電荷が中和された後、さらに上空の正電荷が中和され

たことを示している。Akitaら (2010b)は VHF帯広帯域干渉計を用いて両極性雷の観測

を行い、本論文で示 した事例と類似 した電荷構造の結果を報告 している。また、

722.4ms以降電流は急速に増加しており、LF帯電磁波放射源は図 3.20(c)お よび図 3.21

で示す、-20°C高度より高い、2.8kmか ら 4.6kmの 範囲に標定されている。これは、

LINLが負電荷領域の上空に存在する正電荷領域に到達した際に、電流が急速に流れ

たものと考えられる。また、図 3.20の 722ms以降および図 3.21中三角印の LNLの標
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定点は広がってお り、それは LINLが雷雲中に分布 した正電荷領域に向けて進展 した

ためと考えられる。Takahashi(1978)は負電荷領域が-10°Cか ら …20°C高度に存在 し、
正電荷領域 は -20°C高 度 よ り高高度 に存在す ることを提案 してお り、本結果 は
Takahashiら の提案を支持するものである。

LF帯広帯域干渉計は UPL、 LINLに対 してそれぞれ 1個および 15個の LF帯電磁波

放射源を推定 している。この結果は VHF帯電磁波において正極性 リーダに伴 う放射
電力 は負極性 リーダに伴 う放射電力 よ り非常に弱 く標定が困難 であ る とい う

Kawasakiら (2002)の結果 と一致 している。図 3.20(d),(e)か ら大部分の LF帯電磁波放
射源は VHF帯電磁波放射源付近に標定されていることがわかる。図 3.20(g)の 721ms
～723msでは、負極性の微小なパルスが大きく緩やかな変化をした負極性の波形に重

畳 していることを示 している。 大部分のパルスは波頭部の極性が負極性で、片極性
もしくは両極性のパルスであり、負電荷が上空へ進展 していることを示 している。

3.3.3.2負極性雷

次に、2011年 1月 15日 1840:58(JST)に 発生 した uPLから開始する負極性雷の事例
を示す。図 3.22(a)― (C)に LF帯広帯域干渉計で得られた電磁波放射源の(a)東西、(b)南
北、(c)高度を示す。図 3.22(c)には高度に対応 した大気の温度を示 している。大気の温

度は 20H年 1月 15日 21:00:00(JST)に おけるラジオゾンデによる高層気象観測結果で
ある。図 3.22(d)、 (e)にサイ ト 2の VHF帯広帯域干渉計で得 られた二次元標定結果 と
LF帯広帯域干渉計で得 られた二次元標定結果から変換 した二次元標定結果を(d)仰角、

(e)方位角で示す。図 3.22(oに避雷鉄塔の塔脚に取 り付けられたロゴスキーコイルによ

つて測定された電流波形を示す。図 3.22(g)に はサイ ト2の LF帯受信機で受信 された

電界変化波形を示す。図 3.22(つから、本事例は雷雲内の負電荷中和する上向き放電で

開始する負極性雷であることがわかる。706msか ら負極性の電流値を示 しているため、

正極性の電荷が大地から雷雲へ向けて流れ始めてお り、UPLが開始 していることを示
している。UPLの開始後 ICCが流れ始め、フラッシュ中絶えず流れ続けている。LF

帯広帯域干渉計は図3.22に示す ICC pulseに伴 うLF帯電磁波放射源を標定 している。

その他の ICC pulseは標定不可能であった。本事例は上向きリーダと ICcの初期過程

のみであり、リーダ・帰還雷撃過程を含んでいない。図 3.22か ら、本事例では図 3.18

で示す両極性雷の事例と同様に正極性 リーダの標定点が少ないことがわかる。

本事例において、LF帯広帯域干渉計は UPLおよび ICC pulseに 伴 うLF帯電磁波放
射源をそれぞれ 1つずつ標定した。UPLお よび ICC pulseが標定された高度はそれぞ

れ 01御、4.教mで あり、鉄塔からの水平距離はそれぞれ 0.以m、 0.8kmであった。UPL
が発生した 707ms前後の VHF帯電磁波の標定数は 2点のみであり、ICC pulseが 発生
した 712ms前後には VHF帯電磁波が標定されていない。UPLに伴 うLF帯電磁波放
射源は最も近い VHF帯電磁波放射源から 8°離れている。UPLは LF帯広帯域干渉計
によつて避雷鉄塔付近に標定されているため、両干渉計はそれぞれ別の雷放電路を標

定 していることが考えられる。
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図 3.22:2011年 1月 15日 1840:58(」 ST)に発生した両極性雷の LF帯および VHF

帯電磁波放射源、電流波形、電界変化波形を時系列で示 した図。避雷鉄塔を原

点 とした LF帯電磁波放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度および避雷鉄

塔から 85km離れた輪島のラジオゾンデにより計測された 2011年 1月 15日

21:00(JST)に おける大気温度、サイ ト2を基準とした VHF帯電磁波放射源およ

び LF帯電磁波放射源の(d)仰角、(c)方位角、(o避雷鉄塔の塔脚で記録 された電

流波形、(g)サイ ト2の LF帯受信機で得 られた電界変化波形。図 3.22(c)におけ

る破線は鉄塔方向を示 している。
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これ ら両極性雷および上向き放電で開始する負極性雷の 2事例から、LF帯広帯域
干渉計は ICC pulseや UPL、 UNLと いった様々な放電過程を標定可能であることを
示 している。図 3.20(のおよび図 3.20(e)は 、VHF帯広帯域干渉計によって標定された
負極性 リーダの一部が LF帯広帯域干渉計によっても標定されていることを示 してい

る。図 3.18お よび図 3.22は、VHF帯 広帯域干渉計によって標定できていない電磁
波放射源を LF帯広帯域干渉計によつて部分的に標定可能であることを示 している。
LF帯広帯域干渉計のみによって標定されている電磁波放射源から発生する放射電力
は、LF帯で強くVHF帯で弱いことが考えられる。

Eas卜Westlkml

図 3.23:2011年 12月 6日 ～2012年 1月 26日 の観測期間中避雷鉄塔から開始 した

UPLお よび ■INLの LF帯広帯域干渉計による標定点と避雷鉄塔の位置関係。原点

は鉄塔(A)の位置を示す。
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33.LF帯広帯域干渉計を用いた上向き放電で開始する落雷の観浪1

3.3.4考察

20H年 12月 6日 から2012年 1月 26日 の観測期間中、14事例の上向き放電で開始
する落雷が避雷鉄塔に設置されたロゴスキーコイルによつて測定された。 14事例中、

7つの UPLと 7つの LINLが測定され、その うち 4つの UPLと 4つの L「NLが J帯
広帯域干渉計によつて標定された。電流が流れ始めてから 10ms以 内に標定された LF

帯電磁波放射源の うち、避雷鉄塔から最も近い標定点を平面図で図 3.23に示す。図

3.23の原′点は避雷鉄塔の位置に対応する。避雷鉄塔からこれ ら標定′点までの水平距離

の平均値は 1.01mで あつた。上向きリーダが放電開始点から数百メー トルかそれ以上

進展 した際に LF帯電磁波放射源が標定されることを考慮すると、本結果は避雷鉄塔
からある程度進展 した上向きリーダを LF帯広帯域干渉計が標定したものと考えられ

る。
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3.4 LF帯広帯域干渉計を用いた雷放電進展過程の観測

3.4.1観測概要

オース トラリアと北陸では電波環境の良い場所で雷放電観測を行なってきたが、電

波環境の悪い都市部における LF帯広帯域干渉計の有効性を検証するために、20H年
7月 より関西地方で LF帯広帯域干渉計および vHF帯広帯域干渉計を用いた雷観測を
行なっている。図 3.24に雷観測機のサイ トマップを示す。Sttel～ stte8に LF帯受信機
を設置し、She 2～6には VHF帯広帯域干渉計を設置した。同図に示す通り、LF帯広
帯域干渉計は 20～50kmの間隔で設置した LF帯受信機で構成されている。
本章では LF帯広帯域干渉計の改良を行なっている。即ち、設置環境の改善やロー
パスフィルタの装荷、ACラ インフィルタの採用等により LF帯受信機のノイズレベ
ルを低減し、さらに LF帯受信機を多地点に配置し冗長性を持たせた。冗長性を持た
せることにより、標定精度の向上や観測範囲の拡大が期待される。

○:Site 10cation of LF receivet× :Site location ofVHF DITF

図 3.24:2011年 から実施 している関西における雷放電観測サイ トマップ。

(引用 :Google canh)
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3.4.LF帯 広帯域干渉計を用いた雷放雷進展渦程の観浪1

3.4.2観測結 果

3.4.21雲内放電

図 3.25に 2011年 9月 17日 034424(JST)に 発生 した雲内放電の観測結果を示す。

図 3.25(a)― (C)に LF帯広帯域干渉計で得 られた電磁波放射源の(a)東西、(b)南北、(c)
高度を、図 3.25(d)、 (C)にサイ ト 2の VHF帯広帯域干渉計で得 られた二次元標定結果
とLF帯広帯域干渉計で得 られた二次元標定結果から変換 した二次元標定結果を(o仰
角、(c)方位角で、図 3.25(oにサイ ト 3の LF帯受信機で記録 された電界変化波形をそ

れぞれ示す。図 3.25(a)―(C)に示す LF帯電磁波放射源および図 3.25(d)、 (e)の二次元

標定結果はサイ ト 2が基準となつている。

図 3.25(oに示す 996ms付近の電界変化波形では放電開始に伴い比較的振幅の大き

いパルス列が記録され、1001ms以降それ らのパルスに比べて振幅が 3分の 1以下の

小さいパルスが複数記録 されている一方、帰還雷撃に相当する立ち上が り時間が短 く

振幅の大きいパルスは記録 されていない。よって、本事例はプレリミナ リーブレイク

ダウンパルス(BroOk,1992)か ら開女台する雲内放電である。プレリミナ リーブレイクダ

ウンパルスとは、電界変化波形において、放電開始に伴って発生する、継続時間が数

msの 両極性パルスである。プレリミナ リーブレイクダウンパルスの振幅は、雷放電
進展過程に伴 うパルスより大きく、帰還雷撃に相当するものもある。図 3.25(a)― (C)の

LF帯電磁波放射源は、プレリミナ リーブレイクダウンによる放電開始後、東西およ
び南北方向に広がっている様子を示 している。本事例では、プレリミナ リーブレイク

ダウンおよび枝分かれを含む リーダ進展に伴い、約 100パルスもの LF帯電磁波放射

源が標定されている。

LF帯電磁波の放射時刻後 150μs以内に標定されている VHF帯電磁波を比較対象 と
して精度検証を行った。本事例のフラッシュ中に比較対象 となったパルス数は 60個

であつた。 これ らのパルスに対 して、VHF帯広帯域干渉計で標定された方位角から
LF帯広帯域干渉計で標定された方位角の差を求めた結果、平均 0̈.2°、標準偏差 2.9°
であつた。仰角でも同様に求めた結果、平均 0.8°、標準偏差 4.3°であつた。これ らの

結果は VHF帯広帯域干渉計の精度 と同程度であり誤差範囲内であることを示 した。
図 3.25(d)、 (C)からも VHF帯広帯域干渉計による標定結果 とよく一致 していることが

確認できる。

図 3.26に 、図 3.25のプレリミナ リーブレイクダウン発生時刻の拡大図を示す。本

事例で観測 されたプレリミナ リーブレイクダウンは高度 5kmで開始 し、その後 5ms
で高度 10kmま で移動 している。Nagら (2009)は雷雲中部の負電荷領域から発生する

下向きの負極性 リーダと雷雲下部のポケット正電荷領域の相互作用によリプレリミ

ナ リーブレイクダウンパルス列が発生するとい うモデルを提案 している。つま り、プ

レリミナ リーブ レイクダウンの放電開始点は負電荷領域 とポケッ ト正電荷領域の中

間付近となる。サイ ト2から4.4km離れた地点の 20H年 9月 17日 03:40における地
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図 3.25:2011年 9月 17日 0344:24(JST)に発生 した雲内放電の LF帯および VHF帯電
磁波放射源、電界変化波形を時系列で示 した図。サイ ト2を原点とした LF帯電磁波
放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度、サイ ト2を基準とした VHF帯電磁波放
射源および LF帯電磁波放射源の(d)仰角、(c)方位角、(oサイ ト3の LF帯受信機で得
られた電界変化波形。
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図 3.26:図 3.25のプレリミナリーブレイクダウン開始付近の拡大図。サイ ト2を原

点とした LF帯電磁波放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度、サイ ト2を基準

とした VHF帯電磁波放射源および LF帯電磁波放射源の(d)仰角、(e)方位角、(oサイ

ト3の LF帯受信機で得られた電界変化波形。
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表温度は 26℃であり(URL:httpソww両 ma.gO.jpttma/)、 標準大気の気温減率 6.5℃/kmを

仮 定す る と-10℃ 高度 お よび -20℃ 高度 はそれ ぞれ 、 5.5h、 7kmで あ つた。
Takahashi(1978)は …10℃高度～…20℃高度に負電荷が分布 していると提案 してお り、下

部正電荷領域は高度 5.5km以下に存在すると予想される。したがって、負電荷領域 と

下部正電荷領域の中間高度は 5km程度であるため、LF帯広帯域干渉計によって標定
されたプレリミナ リーブレイクダウンの開始点高度 と同程度である。

図 3.26(a)―(C)において本事例のプレリミナ リーブレイクダウンの標定位置は水平距

離が 0.7km移動 してお り、高度 5.lkmか ら 8.5kmへ移動 していることから、二次元進

展速度は 8.l x 105 m/Sで あつた。プレリミナ リーブレイクダウンは、物理機構や発生

条件、開始点、速度等十分に明らかにされておらず、雷雲内電荷構造や放電開始に深

く関わっていることから、今後多数の事例について詳細な解析が必要である。

図 3.27に図 3.25の H50ms周辺の拡大図を示す。VHF帯広帯域干渉計による二次元
標定結果の方位角からリーダは 60°、30°、 10°付近に分かれてお り、30°付近には多数

標定されているが、60°、10°付近は標定数が少ない。図 3.27(e)の H37msお よび H77ms

の方位角 10°付近に注 目すると、両干渉計により同じリーダが標定されていることが

わかる。一方、H54ms～ H70msの方位角 10°付近には、LF帯広帯域干渉計のみによ
ってリーダが標定されている。したがつて、VHF帯および LF帯広帯域干渉計でとも
に標定されるリーダや、LF帯広帯域干渉計のみによつて標定されるリーダが存在す
ることを示 している。VHF帯広帯域干渉計は主にリーダ進展に伴 う電磁波を受信 して

標定するため、詳細な雷放電路が可視化可能である。しかし、本事例で示したように、

VHF帯広帯域干渉計による雷放電路で標定されていない位置に、LF帯広帯域干渉計
によつて標定された電磁波放射源が存在することを示 した。過去の研究結果から、放

射電力が弱い正極性 リーダは、VHF帯広帯域干渉計によつて標定が困難である事が知
られているため(Kawasよ i et al.,2002)、 VHF帯広帯域干渉計によつて標定されなかっ

た正極性 リーダを LF帯広帯域干渉計が標定 したと考えられる。または、VHF帯広帯
域干渉計は観測サイ トから30b以 上で発生 した電磁波放射源の標定数が少なくなる
ことから、LF帯広帯域干渉計のみによって電磁波放射源が標定されたと考えられる。
この結果は、VHF帯広帯域干渉計は詳細な雷放電路を観測 し、LF帯広帯域干渉計は
広範かつ VHF帯広帯域干渉計で標定されなかった正極性 リーダ等の雷放電路の一部
を標定 して補 う、両干渉計による相補的な観測の重要性を示唆 している。

3.4.2.2対地放電

図 3.28に、20H年 9月 17日 15:09:18(JST)に 発生 した負極性落雷の観測結果を示
す。図 3.28o― (c)に LF帯広帯域干渉計で得 られた電磁波放射源のo東西、(b)南北、
(c)高度を、図 3.28(d)、 (e)に VHF帯広帯域干渉計で得 られた二次元標定結果 と LF帯
広帯域干渉計で得 られた二次元標定結果から変換 した二次元標定結果を(d)仰角、(c)

方位角で、図 3.28(oにサイ ト 3の LF帯受信機で記録 された電界変化波形をそれぞれ

示す。図 3.28o‐ (c)に示す LF帯電磁波放射源および図 3.28(d)、 (e)の二次元標定結
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図 3.27:図 3.25の H50ms周辺の拡大図。サイ ト2を原点とした LF帯電磁波放射源

の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度、サイ ト2を基準とした VHF帯電磁波放射源お

よび LF帯電磁波放射源の(d)仰角、(c)方位角、(oサイ ト3の LF帯受信機で得られた

電界変化波形。
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図 3.28:2011年 9月 17日 15:09:18(JST)に発生 した対地放電の LF帯および VHF
帯電磁波放射源、電界変化波形を時系列で示 した図。サイ ト4を原点とした
LF帯電磁波放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高度、サイ ト4を基準とし
た VHF帯電磁波放射源および LF帯電磁波放射源の(d)仰角、(c)方位角、(oサ
イ ト3の LF帯受信機で得 られた電界変化波形。
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果はサイ ト 4が基準となっている。本事例では、ステップ トリーダ、帰還雷撃、K―event

が標定されてお り、図 3.28(oに 見 られるように 840msか ら電界変化波形に微小なパ

ルスであるステップ トリーダが記録 され始めると同時に、図 3.28(d)、 (e)からVHF帯

広帯域干渉計によるステップ トリーダの標定が開始 している。850msか らは LF帯広

帯域干渉計による電磁波放射源の標定が開始する。図 3.28(oよ り、本事例では放電開

始時刻付近にプレリミナ リーブレイクダウンが記録 されていないことがわかる。

雲内放電の事例 と同様に本事例で 1フ ラッシュ中に VHFの標定結果 と一致 した 16
パルスについて精度検証を行つた結果、方位角では平均 0.0°、標準偏差 5.8°、仰角で

は平均 2.7°、標準偏差 6.6°であつた。 これ らの結果は VHF帯広帯域干渉計の精度 と
同程度であり誤差範囲内であることを示 した。LF帯電磁波はステップ トリーダから
第一雷撃までの放電過程において、枝分かれを含めて約 30パルスもの標定がされて

お り、図 3.28(d)、 (C)からもVHF帯広帯域干渉計による標定結果 とよく一致 している
ことが確認 される。本事例において LF帯広帯域干渉計によつて標定された 1フ ラッ
シュ中の総パルス数は約 70個であった。

図 3.29にステップ トリーダから帰還雷撃までの部分を拡大 して示す。840msか らス

テップ トリーダによる微小パルスが継続 した後、950msで は微小パルスに比べて振幅

が五倍以上で、lo-90%立ち上が り時間が 3.8μsのパルスが記録 されている。このパル

スは典型的な帰還雷撃に伴 うパルスであるため(MastCr et al.,1984)、 840～950msの現

象はステップ トリーダから第一雷撃に至る放電過程であることが考えられる。また、

微小パルスの VHF帯広帯域干渉計による二次元標定結果の仰角の変化 と帰還雷撃が

存在することから、微小パルスはステップ トリーダによるものと考えられる。

906ms付近の LF帯電磁波放射源は、上空から地面に向か うステップ トリーダの下

端だけではなく、上部にも標定されている。さらに、VHF帯電磁波放射源も同様に上

空に位置標定されているため、この LF帯電磁波放射源は標定エラーではなく、上空

から新たに枝分かれ した リーダか らの電磁波放射源を標定 したものであると考えら

れる。Yoshidaら (2012a)は VHF帯広帯域干渉計および高速カメラによる光学観測を実
施 し、ステップ トリーダは多数の枝分かれを含み、リーダが地面へ向けて進展中に、

新たに上空からのリーダの枝分かれが多数発生することを確認 し、そのためステップ

トリーダの期間中は仰角方向に拡がつた標定結果になることを示 した。本事例では、

LF帯広帯域干渉計によって 851～918msに ステップ トリーダが標定されてお り、水平

方向で 5.8kmの距離を進展し、高度 9.9kmか ら4.2kmへ進展 していることから、三次

元進展速度は 1.2x105耐 sでぁった。Shaoら (1995)に よる VHF帯狭帯域干渉計を用い

たフロリダでの観測や Schonlandら (1956)に よる光学観測によると、ステップ トリー

ダの典型的な速度は 2x105m/Sであると報告されている。よつて、LF帯広帯域干渉

計を用いてもステップ トリーダの速度を十分に推定できると考えられる。

また、さまざまなパルスのなかで、第一雷撃およびその直後に発生 したパルスのみ

が高度 録mに標定された。帰還雷撃が地表付近に標定されるとい う結果は Takayana」
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図 3.29:図 3.28のステップ トリーダから第一雷撃までの部分を拡大した図。

サイ ト4を原点とした LF帯電磁波放射源の(a)東西方向、(b)南北方向、(c)高
度、サイ ト4を基準とした VHF帯電磁波放射源および LF帯電磁波放射源の
(d)仰角、(e)方位角、(つサイ ト3の LF帯受信機で得られた電界変化波形。
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ら(2011)がオース トラリア・ダーウィンで観測した事例と同様である。

3.4.3考察

ここで、これら2事例の結果を三次元展開図でそれぞれ図 3.30、 図 3.31に示す。図

3.30の雲内放電の事例からは、放電開始点付近であるプレリミナリーブレイクダウン

発生地点から北東に放電路が進展していることが確認される。また、放電の大部分が

放電開始点から北東方向に進展しているのに対して、図 3.30の黒丸で囲む点は放電開

始時刻から 250ms程度経過した後、標定されていることが確認される。図 3.30の黒

丸で囲む点を以下の 3点の理由から正極性 リーダが標定されたものと判断した。

1500

looo Time [ms]

135.0         1351         135.2         1353         1354      V      。      :V      :●

Longitude                        Attitude lknl]

図 3.30:LF帯広帯域干渉計によつて標定された雲内放電の二次元展開図。図 3.25

二次元標定結果を水平平面および垂直平面に投影 した図。
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放電開始点付近から大部分の リーダが北東方向に進展 しているのに対 し

て黒丸で囲む標定点は南東方向に標定されている。一般に負極性 リーダは正

極性 リーダよりも放射電力が大きいことが知 られてお り(Kawasaki et J.,
2002)、 標定点の多いリーダは負極性、少ない リーダは正極性 と考えられる。

黒丸で囲まれた リーダの標定点数は他方に比べ 1/20程度 と少なく、北東に進

む リーダ、黒丸で囲まれたリーダはそれぞれ、負極性 リーダ、正極性 リーダ

であると考えられる。

黒丸で囲む標定点の高度は約 51mであり、負極性 リーダの全体的な標定点
の高度である約 7kmよ り低高度に標定され、また黒丸で囲む高度が雷雲内の
負電荷領域 と推定される高度に近い。Takahash(1978)は氷晶との衝突によっ

て電荷分離されたあられの極性 と気温の関係を実験的に調査 し、その結果を
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図 3.31:LF帯広帯域干渉計によって標定されたステップ トリーダから対地放電まで
の二次元展開図。図 3.29の二次元標定結果を水平平面および垂直平面に投影 した図。
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もとに着氷電荷分離機構を提案 した。着氷電荷分離機構によると、-10℃から

-20℃ の領域に電荷密度の高い負電荷が存在する。標準大気の気温減率 6.5℃

/kmを仮定すると、高度 5.5km～7kmの狭い範囲が-10℃から-20℃の領域に対

応 し、この範囲が負電荷領域であると考えられる。LF帯広帯域干渉計による
正極性 リーダだと思われる標定点の高度は 5km程度であり、気温減率による

負電荷領域の高度と 0.5km～2km異なっている。しかしながら、気温減率は気

温、気圧、湿度に大きく影響を受け、乾燥 している場合 (乾燥断熱減率)は
9.8℃ /kmと なる。一般に下層大気が乾燥断熱減率を持つ場合、雷雨が発生

しやすいといわれている(大野,2001)た め、今回雷放電が観測された時刻は、

気温減率 6.5℃/kmよ り高く、負電荷領域が高度 5.5km～ 7kmよ り低 くなる

と考えられる。つまり、黒丸で囲む標定点は雷雲の負電荷領域を進展 してい

たと考えられるため、正極性 リーダであると考えられる。

3. 黒丸で囲む点は放電開始時刻から数百 ミリ秒経過 した後に標定 されてい
る。これ ら、3点は Akitaら (2012)の VHF帯広帯域干渉計による三次元標定
結果 と同一である。

また、負極性 リーダと正極性 リーダが双方向に進展 していることから、LF帯広帯
域干渉計により負極性 リーダの進展に伴い逆方向に進展 した正極性 リーダが標定さ

れたと考えられる。これは、双方向性 リーダ仮説(Kawasaki ct al.,2002)を 支持するも

のである。

図 3.31の対地放電の事例からは、黒丸で囲む放電開始点から北西方向へ大地に向か

うステップ トリーダの進展が連続的に標定されていることが確認される。また、標定

の開始時刻から一定時間が経過 した後、最初の標定点の高度付近に標定点が存在 して

お り、上空から新たに進展 したリーダが標定されていることを示 している。

3.2節で述べた初期観測の際には、電波環境が良いオース トラリア・ダーウィンに

おいて、帰還雷撃や K―cventの ような電界変化の大きいパルスのみ標定可能で、雲内

放電、対地放電では 1フ ラッシュ全体で、それぞれ 4パルスおよび 11パルスの標定

数であった。これに対 し、今回観測を行った雲内放電および対地放電の事例では、電

波環境の悪い関西地方において、 1フ ラッシュ全体でそれぞれ約 100パルスおよび約

70パルスの標定数であった。標定数が向上した主な理由は、設置環境の改善(見晴 ら

しの良い場所に LF帯受信機を設置することや接地方法の改善 )、 サンプリング周波数
の向上による時刻精度の向上、および観演1サイ トの冗長化によるものである。細かい

パルスの標定が可能 となつたことで、雷放電路の様相が大まかに可視化され、LF帯
広帯域干渉計による詳細な雷雲の監視が可能 となった。
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3.5 LF帯広帯域干渉計によるリアルタイムモニタリングシス

テム

3.5.1リアルタイムモニタリングシステムの構成

2012年からLF帯広帯域干渉計を用いた雷放電位置の リアルタイムモニタリングシ
ステムを構築 し、webページで観測結果のリアルタイム配信を行なっている。 リアル
タイムモニタリングシステムの概念図を図 3.32に示す。図 3.32中 には、雷放電発生
からリアルタイムでモニタリングされるまでを時系列順に示 している。各観測サイ ト

の PCでは雷放電発生時(①)にアナログ トリガにより1.ls間の LF帯電磁波形が記録 さ
れる(② )。 1.ls間 に振幅の大きいパルスや微小なパルスが含まれているが、受信波形
に変化が見られない部分が多い。LF帯広帯域干渉計ではパルス波形部を用いて雷放
電位置標定を行 うため、1.ls間のデータに位置標定に不要な部分が大半を占めている。

そこで、1.ls間のデータ記録後、ソフ トウェア上で A/D変換ボー ドのアナログ トリガ
電圧 より低い閾値を設定 し、それを超えた波形のパルス部分のみを抜き出す。雷放電

に伴 うパルス幅は、回路の時定数を 200μ sと しているため、数十 μs～200μs程度が大
多数を占めている。パルス部分は波形のピーク付近 2msを抽出したデータ (セ グメン
トデータ)と し、セグメン トデータの先頭およびファイル名を正秒から Oms、 2ms、

図 3.32:LF帯広帯域干渉計によるリアルタイムモニタリングシステムの概念図。
図中の番号(①～⑤)は時系列順を示している。
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4ms・ 0。 とすることで、各観測サイ トで作成されたセグメントデータの先頭の絶対

時刻を同一にしている。セグメン トデータは作成された直後に大阪大学のサーバヘ送

信 される(③ )。 各サイ トと大阪大学のサーバ間の通信は主に WiMAX(WorldWide

lnteropcrability for Microwave Acccss)を用いて行っている。サーバでは 10分毎に各観

測サイ トによるセグメントデータを時系列で並べたリス トを作成し、リス トから絶対

時刻が同一のデータを読み込み、それらに対して雷放電発生位置の計算を行 う(④ )。

具体的には、サーバが位相差を計算する際に基準とするサイ トのセグメントデータ

(2ms)か らピーク時刻を計算し、ピーク時亥Jを 中心とした 2048ポイント(512μs)の FFT

により位相差を計算し、雷放電発生位置を標定する。現在実施中の関西における LF

帯広帯域干渉計を構成する観測サイ ト間の最大距離は 68kmで あり、波形の到達時間

差は最大 230μs程度であるため、FFTの タイムウイン ドウを 512μsと した。雷放電発

生位置は 10分毎に webページに表示される(⑤ )。

3.5.2 LF帯広帯域 干渉計によるリアルタイムモニタリングの結果

図 3.33に 2012年 9月 6日 15:40～ 19:20に発生した雷放電をリアルタイム配信した

一例を示す。兵庫県の丹波地方で雷雲が発達し、奈良方面へ向けて約 3時間にわたり

雷放電が発生している。図 3.33か ら、LF帯広帯域干渉計は広範囲な雷放電発生位置
の標定を行 うことで、雷雲の発達から成熟、衰弱に至るまでの雷雲の全過程を監視可

能であることを示している。ユーザは、閲覧時刻から 1時間前までの雷放電発生位置

を確認することができる。またこの事例では、雷雲はほぼ直線上に進展していること

が明らかであり、このような場合には移動ベクトルを用いた雷雲の移動予測も可能で

ある。本システムでは対地放電だけでなく雲内放電も標定し表示しているため、対地

放電が発生する前に雷雲の発生と移動の様子がわかるシステムとなっている。
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36.結言 ‘
υ

3.6結言

本章では、我々の研究グループで開発 した LF帯広帯域干渉計を用いた雷放電観測

を行つた。試験観測では多重雷および雲内放電に伴 うLF帯電磁波放射源を三次元標
定 し、VHF帯広帯域干渉計の観測結果 と比較することで雷放電過程の うち LF帯電磁
波の放射電力が強い帰還雷撃、K― event、 CIDが標定可能であることを確認 した。また、

LF帯広帯域干渉計によつて帰還雷撃は高度 1lm以下の地表付近に標定されることが

わかつた。さらに、他の雷放電位置標定システムでは標定困難なバース ト状の電界変

化波形に対 しても電磁波放射源位置標定が可能であることを示 した。これ ら、雷放電

諸過程のVHF帯広帯域干渉計による三次元標定結果 とLF帯広帯域干渉計による三次
元標定結果を比較 したところ、水平距離の平均値は 1.lkmであった。

次に、冬季に避雷鉄塔から発生する上向き放電で開始する雷放電を LF帯広帯域千

渉計、VHF帯広帯域干渉計、ロゴスキーコイルによつて観測 した。本観測では、LF
帯広帯域干渉計によつて、リーダ 。帰還雷撃を含まない落雷について 2事例、標定に

成功 した。それ らの事例は、両極性雷および上向き放電で開始する負極性落雷であっ

た。両極性雷の事例における LF帯電磁波放射源の標定結果から、■INLは UPLの放
電路の一部から放電が開始 し、負電荷領域の上空に存在する正電荷領域を進展すると

い う新たな知見が得 られた。また、到達時間差法によつて標定が困難である UPLお
よび ICC pulseの 標定に成功 した。20H年 12月 6日 から 2012年 1月 26日 の観測期間
中 4つの UPLお よび 4つの uヾLの標定に成功 し、それ らの鉄塔からの水平距離は平
均 1.Okmであった。

さらに、電波環境の悪い関西地方において LF帯広帯域干渉計および VHF帯広帯域
干渉計による雷放電観測を行つた。関西地方における観測ではプレリミナ リーブレイ

クダウンから開始する雲内放電 と対地放電をそれぞれ 1事例ずつ示 した。雲内放電の

事例について LF帯広帯域干渉計 とVHF帯広帯域干渉計を比較 して精度検証を行った

結果、方位角では平均-0.2° 、標準偏差 2.9° 、仰角では平均 0.8° 、標準偏差 4.3° で

あつた。対地放電の事例についても同様に精度検証を行った結果、方位角は平均 0.0° 、

標準偏差 5.8° 、仰角では平均 2.7° 、標準偏差 6.6° であつた。LF帯広帯域干渉計で

は対地放電、雲内放電を問わず、帰還雷撃等も含めて、リーダ進展に伴 う微小パルス

が標定可能であり、詳細な雷雲の監視が可能であることを示 した。

最後に、現在稼働中である LF帯広帯域干渉計によるリアルタイムモニタリングシ
ステムの構築とその結果について述べた。LF帯広帯域干渉計では広範囲な雷放電発
生位置の標定を行 うことで、雷雲の発達から成熟、衰弱に至るまでの雷雲活動全体を

リアルタイムで監視可能であることを示 した。また、LF帯広帯域干渉計では対地放
電だけでなく雲内放電も標定可能であるため、対地放電が発生する前に雷雲の監視が

可能なシステムとなっている。今後は波形判別から雲内放電 と対地放電をリアルタイ

ムで分別するアルゴリズムを開発 し、さらに積乱雲の成熟度もリアルタイムで配信で
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きるシステムヘ と改良する。



一弟 二早 結論4

本論文は、LF帯広帯域干渉計の開発 と雷放電観測に関する研究について述べたも
のである。雷雲内で発生する雷放電を広範囲かつ詳細に観測するために、雷放電位置

標定装置である LF帯広帯域干渉計を開発 した。そして、開発 した装置を用いてオー

ス トラリア・ダーウィン、日本海沿岸に位置する北陸の金沢市、関西地方において雷

放電観測を実施 し様々な雷放電過程が LF帯広帯域干渉計によって標定可能であるこ

とを実証 した。 さらに、LF帯広帯域干渉計を用いたリアルタイムモニタリングシス
テムの構築を行った。本章では、本研究で得 られた結果をまとめ、今後の展望 と課題

について述べる。

第 2章では、LF帯広帯域干渉計の開発について述べた。我々は、LF帯広帯域干渉

計を数キロ～数十キロメー トル離 して設置した 4つ以上の LF帯受信機によつて構成

した。LF帯広帯域干渉計は、LF帯受信機によつて記録 された受信波形から 3つ以上

の独立した LF帯受信機対で位相差を求め、雷放電の三次元位置標定を行 う装置であ

る。LF帯受信機では、装置の近傍で発生する雷放電を観測するために容量性円形平
板アンテナを採用 し、また雷放電諸過程を個々に分別するために時定数 200μsの ファ

ース トアンテナ回路 として、設計 。製作を行った。また、LF帯広帯域干渉法につい
て、LF帯電磁波形から位相差の算出、雷放電位置標定に至るまでの計算方法を記述
した。

第 3章では、我々の研究グループで開発 した LF帯広帯域干渉計を用いた雷放電観

測結果について述べた。まず、試験観測において、多重雷および雲内放電に伴 う LF

帯電磁波放射源を三次元標定 し、VHF帯広帯域干渉計の観測結果 との比較から対地放
電および雲内放電が三次元標定可能であることを確認 した。標定に成功 した雷放電諸

過程は、LF帯電磁波の放射電力が強い帰還雷撃、K―event、 CIDで あつた。帰還雷撃

は LF帯広帯域干渉計によって高度 lkm以下の地表付近に標定されることがわかつた。

また、他の雷放電位置標定システムでは標定困難な K―cventに伴 うバース ト状の電界

変化波形に対 しても電磁波放射源位置標定が可能であることを示 した。雷放電諸過程

の VHF帯広帯域干渉計による三次元標定結果 とLF帯広帯域干渉計による三次元標定

結果を比較 した結果、両干渉計による標定位置間の水平距離は平均 1.lkmであつた。

次に、冬季に避雷鉄塔から発生する上向き放電で開始する雷放電の観測を実施 し、

LF帯広帯域干渉計、VHF帯広帯域干渉計、ロゴスキーコイルを用いた同期観測を行
った。そこでは、LF帯広帯域干渉計によつて、リーダ・帰還雷撃を含まない落雷に
ついて 2事例、標定に成功 した。両極性雷および上向き放電で開始する負極性雷の標
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定に成功 した。両極性雷の事例では、LF帯広帯域干渉計による観測結果から、uヾL
は UPLの放電路の一部から放電が開始 し、負電荷領域の上空に存在する正電荷領域
に向けて進展することが新たにわかった。また、LF帯広帯域干渉計による LINLの標

定点数は UPLの標定点数よりも多いことから、正極性 リーダは負極性 リーダよりも
標定′点数が少ないとい う結果が得 られ、VHF帯広帯域干渉計を用いた結果 と同様であ
ることを示 した。また、Fll達時間差法によつて標定が困難である UPLお よび ICC pulse
の標定に成功 した。2011年 12月 6日 から2012年 1月 26日 の観測期間中、4つの UPL

および 4つの■lNLの標定に成功 し、鉄塔からの水平距離の平均値は 1.Okmで あつた。

さらに、電波環境の悪い都市部(関西地方)において、LF帯広帯域干渉計および VHF
帯広帯域干渉計による雷放電観沢1を行った。ここでは、プレリミナ リーブレイクダウ

ンから開始する雲内放電と負極性落雷をそれぞれ 1事例ずつ示 した。雲内放電の事例

について、LF帯広帯域干渉計とVHF帯広帯域干渉計による標定′点を比較 して精度検
証を行った結果、方位角では平均-0.2° 、標準偏差 2.9° 、仰角では平均 0.8° 、標準

偏差 4.3° であつた。対地放電の事例についても同様に精度検証を行つた結果、方位

角は平均 0.0° 、標準偏差 5.8° 、仰角では平均 2.7° 、標準偏差 6.6° であつた。これ

らは雷雲をモニタリングするのに十分な精度であることを示 している。LF帯広帯域
干渉計では対地放電、雲内放電を問わず、帰還雷撃等の振幅の大きなパルスおよび、

雷放電進展過程に伴 う微小パルスが標定可能であり、詳細な雷雲の監視が可能である

ことを示 した。

最後に、現在稼働中である LF帯広帯域干渉計によるリアルタイムモニタリングシ
ステムの構築 とその結果について述べた。まず、LF帯広帯域干渉計を構成する各観
測サイ トにおける観測装置でのデータの記録から、webページに表示されるまでの処

理過程について説明した。 さらに、LF帯広帯域干渉計により広範囲な雷放電発生位
置の標定を行 うことで、雷雲の発達から成熟、衰弱に至るまでの雷雲活動全体をリア

ルタイムで監視可能であることを示 した。LF帯広帯域干渉計では、対地放電だけで
なく雲内放電も標定可能であるため、対地放電が発生する前に雷雲の監視が可能なシ

ステムとなっている。

LF帯広帯域干渉計は雷放電に伴 う電磁波放射源の二次元位置標定が可能であり、
雲内放電を雲内に標定し、対地放電を地表付近に標定する特徴がある。雷放電諸過程

は様々な波形を示すが、それぞれ特徴を持っていることが知 られる。そのため、標定

高度や波形判別から雷放電諸過程を判別するアルゴリズムの開発が可能である。また、

波形の振幅等から中和電荷量を推定することが可能である。今後、雷放電諸過程の種

類や中和電荷量等から積乱雲の成熟度をリアルタイムで配信することが課題である。

また、関西の雷放電観測で雲内放電の放電開始に発生するプレリミナ リーブレイクダ

ウンを 1事例示 したが、プレリミナ リーブレイクダウンの物理機構等が未だ解明され

ていない。そのため、対地放電の開始に発生するプレリミナ リーブレイクダウンの事

例等を含めて、多数の事例について二次元標定を行 うことで、現象解明に貢献するこ
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とが期待 される。さらに、2012年から大阪大学吹田キャンパスで 1ボ リュームスキャ

ン 10秒 とい う高時間分解能を有 したフェーズ ドアレイ レーダによる降雨観測を行っ

ている。フェーズ ドアレイ レーダによる降雨観測結果 と LF帯広帯域干渉計による雷

放電位置標定結果の比較を行 うことで雷放電物理に関する新たな知見が得 られるこ

とが期待される。
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